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1. はじめに 

 

保安管理部の平成 19 年度上半期における主な業務実績は、以下のとおりで

ある。 

安全対策課においては、安全衛生委員会等の各種委員会の事務局業務、労働

安全衛生法や消防法等に基づく許認可等の定常業務のほか、安全衛生瓦版の発

行及び「保安の広場」による保安情報の発信を継続して実施するとともに、原

子力エネルギー安全月間（5 月）、全国安全週間準備期間（6 月）、全国安全週

間（7月）、労働衛生週間準備期間（9月）への取り組み、茨城県による公害関

係立入検査（6月）に対応した。 

危機管理課においては、構内警備、入構管理、月例訓練等の定常業務のほか、

使用施設非常事態訓練（5月）、茨城県主催通報連絡訓練（7月）への取組みに

対応した。 

施設安全課においては、品質保証委員会・同分科会及び安全専門委員会等の

委員会事務局業務、品質保証活動に係る業務及び使用施設・RI 施設に係る許

認可等の定常業務のほか、OHSMS/EMS に係る維持活動を継続して実施するとと

もに、マネジメントシステムに係る内部監査の準備に対応した。 

これらのほか、茨城県知事より「原子力安全協定に基づく報告の調査につい

て（要請）」において報告の漏れ及び記載事項に係る改ざんの有無について調

査を実施するよう要請され、副所長を委員長とする点検調査委員会を設置して、

再処理施設、使用施設及び放射性同位元素使用施設（RI 施設）の点検調査を

実施して報告した。（8月） 

併せて本調査結果は、機構として取りまとめられ、文部科学省からの要請に

基づく回答としてもまとめられた。 

なお、核燃料サイクル工学研究所における平成 19 年 9 月 30 日現在の無災害

連続日数は、旧東海事業所から通算して 985 日（起算日：平成 17 年 3 月 17

日）となった。 
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２．安全衛生管理業務 

 

2.1 安全施策・安全行事等 

 

平成 19 年度上半期は、原子力エネルギー安全月間（5月 1日～31 日）、全国

安全週間・準備期間（6 月１日～7 月 7 日）、全国労働衛生週間・準備期間（9

月１日～10 月 7 日）があり、安全対策課はこれらに合わせて各種の研究所行事

等の企画・実施に対応した。また、危険物安全週間（6 月 3 日～9 日）につい

ては、昨年同様に全国安全週間・準備期間の行事に位置づけて取り組むことと

した。 

 

（1）原子力エネルギー安全月間（5月 1日～31 日） 

経済産業省は 5 月を「原子力エネルギー安全月間」と定め、原子力事業者

における安全文化の浸透・定着、原子力安全に対する意識の高揚を図るとと

もに、原子力安全の意識についての認識を国民規模で深めることを目的とし

て、1 ヶ月間にわたり各種行事を展開しており、機構としても取り組むこと

とした。 

この主旨を踏まえ、サイクル研究所においては原子力安全を中心とした取

り組みを行うこととし、安全意識の醸成・高揚や自主保安活動の一層の推進

等を目的に活動を展開した。各種行事の一覧を表 2-1-1 に示す。また、平成

19 年度の原子力エネルギー安全実務功労者表彰（経済産業大臣表彰）にサイ

クル研究所から 1名（再処理センター）の受賞者があり、5月 17 日に東京に

おいて表彰された。 

なお、原子力安全・保安院幹部の事業所訪問については、5月 24 日に実施

された。 

 

表 2-1-1 原子力エネルギー安全月間行事一覧 

（1/2）  

実 施 事 項 期 間 実施内容 

1．啓発活動 5/1～31 ・安全衛生瓦版の発行(4/27 第 27 号：行事紹介)

・ポスター、のぼりの掲示等 

2．日本原子力発電

㈱東海発電所安

全見学会 

5/28 ・研究所バスで訪問し、概要説明を受けた後、

中央制御室、原子炉サービス建屋、タービン

建屋及び東海第2発電所使用済燃料乾式貯蔵

施設を見学 

・各部・センターから計 28 名が参加 
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（2/2）  

実 施 事 項 期 間 実施内容 

3．講演会 5/14 ・ 安全統括部との共催「技術者倫理は何故必

要か」（講師：東京農工大学大学院教授技術

経営研究科専攻 中村昌允 氏） 

・ 参加者：175 名 

・講演の模様をイントラでライブ放送 

・後日講演録を作成し、各部・センターに配布

4．役員による職場

の安全パトロー

ル及び意見交換 

5/16 

 

①早瀬副理事長による TVF、分離精製工場及び

Pu-3 施設の安全パトロール 

②所幹部との意見交換 

5．原子力安全･保

安院幹部による

講演等（原子力安

全・保安院主催） 

 

5/24 ① 原子力安全･保安院核燃料サイクル規制課
長による講演「発電設備の総点検と核燃料

サイクル施設における対応」 

②研究所職員及び協力会社代表者との意見交

換 
③再処理施設の視察 

6．所長による安全

パトロール 

5/30 

 

・工務技術室対象施設（特高変電所、浄水・水

処理施設、非常用予備発電棟、中央運転管理

棟）及び再処理施設建設推進室対象施設

(RETF)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技術者倫理講演会(5月 14日) 早瀬副理事長による職場巡視(5月 16日)  

 
保安院幹部による事業所訪問(5月 24日) 日本原子力発電㈱安全見学会（5月 28日）

JAEA-Review 2008-046

－3－



 

（2）平成 19 年度全国安全週間・準備期間及び危険物安全週間 

全国安全週間・準備期間（6月 1日～7月 7日）運動に合わせ、各種行事を

企画し実施した。平成 19 年度の全国安全週間は、「組織で進めるリスクの低

減 今一度確認しよう安全職場」をスローガンに展開された。 

また、危険物安全週間（6月 3日～6月 9日、スローガン「危険物 目指せ

無事故のＭＶＰ）が同時期に行われることから全国安全週間・準備期間行事

に含めて展開した。危険物安全週間行事の一覧を表 2-1-2 に、安全週間に係

る各種行事の一覧を表 2-1-3 に示す。 

また、安全大会については安推協と合同開催とし、再処理センター、プル

センター及びその他部門合同の 3箇所で開催した。安全大会では、理事長訓
示、所長・センター長訓示、安全表彰 28件(安全功労賞 5件、安全功績賞 21
件、安全奨励賞 2件)、協議会会員の安全決意表明などが行われた。 
表 2-1-4(1)、(2)、(3)に安全表彰受賞者の一覧を示す。 

 

表 2-1-2 危険物安全週間行事一覧 

実 施 項 目 期 間 実 施 内 容 

1．啓発活動 6/3～6/9 ・安全衛生瓦版の発行(5/31 第 29 号：行事紹介、

7/9 第 30 号：安全週間終わる) 

・ポスターの掲示 

・小冊子「危険物施設の定期点検」配布 

・のぼりの掲示 

2.危険物安全 

講演会 

6/7 ・演題  ：｢危険物施設の自主保安｣ 

講演者 ：山本 勲 氏（保安管理部危機管

理課 技術副主幹） 

参加者 ５６名 

3．第 4 類少量未

満危険物保管

箱等の点検 

6/4～6/8 ・各部・センターにおいて、第 4類少量未満危

険物保管箱の点検をチェックシートにより

実施 
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表 2-1-3 全国安全週間・準備期間行事一覧 

 

項 目 実 施 日 実 施 内 容 

1．啓発活動 6/1～7/7 ①安全衛生瓦版の発行（5/31,7/9） 

②ポスター、のぼり、横断幕の掲示 

・正門、田向門、各部センター他 

③安全小冊子の配布 

「絵でわかるゼロ災に役立つ安全活動の進め方」 

④水戸地区産業安全大会への参加 

6 月 11 日(月)に県民文化センターで開催された

標記大会に安全衛生推進員など 20 名が参加 

2．安全大会 7/2 各部センターごとに安推協と合同で開催 
①理事長メッセージ 
②所長訓示、センター長訓示等 
③安全表彰 28 件(所長表彰：安全功労賞 5件、セ
ンター長・部室長表彰：安全功績賞 21 件、安
全奨励賞 2件） 

3．安全体感教
育 

7/5、7/13 現場責任者クラスを対象に日立製作所日立事業所
の安全体感教育センターの体感半日コースに参加 

(2 回の合計で 26 名)

4．職場安全パ 
トロール 

6/25～29 
 

安衛委員会委員と安全衛生強化推進協議会員によ
る合同パトロール 

6/25 週間行事に所長月例巡視を位置づけて、再処理施設
を職場巡視した。 

6/1～7/7 期間中、各部センターにおいて安全衛生管理規則
に基づく課長等安全衛生巡視を実施 

5. 安全講演会 7/4 演題：「ヒューマンエラーと安全管理」 
講師：(独)労働安全衛生総合研究所 主任研究員

中村隆宏 氏 
参加者：171 名 

6. 自主保安活
動 

6/1～7/7 リスク低減に向けた自主保安活動として以下を中
心に実施 
①職場の実態に応じたリスクアセスメントの確

実な実施 

②基本動作の徹底及び KY・TBM 活動等の効果的な

取組み 
③ヒヤリハット事例の募集キャンペーン（ヒヤリハ
ット事例募集システムへの登録）（期間中：63 件）
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表 2-1-4(1) サイクル研究所 安全功労賞(所長表彰) 

所 属 部 署 受 賞 者 受 賞 件 名 

保安管理部 施設安全課 職員 1名 
長年に亘る研究施設の安全かつ安定
した運転保守及び原子力施設の品質
保証定着化への貢献 

放射線 
管理部 

放射線管理 
第 2課 

職員 2名 

臨界警報装置の更新による施設の安
全確保への貢献 

〃 
ＪＲＥＣ㈱ 
1 名 

線量計測課 
ＪＲＥＣ㈱ 
2 名 

サイクル 
工学試験部 

技術課 職員 1名 
許認可業務を通じた施設保安への貢
献 

再処理 
センター 

再処理施設
建設推進室 

職員 14 名 

LWTF 建設工事における安全管理方法
の改善及び工事安全への貢献 

㈱ペスコ 
4 名 

クリハラン
ト㈱1名 

ﾄｽｺｴﾝﾀﾌﾟﾗｲ
ｽﾞ㈱2 名 

瑞豊産業㈱
1名 

検査開発㈱
1名 

プルトニウ
ム燃料セン
ター 

環境プラン
ト技術部廃
止措置技術
開発課 

職員 1名 

長年にわたる燃料製造設備の運転及

び設備保全業務における安全管理面

での貢献  
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表 2-1-4(2) サイクル研究所 安全功績賞（センター長・部室長表彰） 

所 属 部 署 受 賞 者 受 賞 件 名 

保安管理部 危機管理課 職員 1名 研究所危機管理業務への貢献 

工務技術室 

運転班 
常陽産業㈱ 
1 名 

長年の所内電気設備の安全な運転管
理業務 

運転班 
常陽産業㈱ 
1 名 

長年の蒸気供給設備の安全な運転管
理業務 

放射線 
管理部 

線量計測課 
ＪＲＥＣ㈱ 
1 名 

放射線管理用機器の保守管理による
長年にわたる安全確保への貢献 

環境監視課 
常陽産業㈱ 
1 名 

長年の環境放射線等監視業務に対す
る貢献 

サイクル 
工学試験部 

試験運転第1
課 

原子力技術
㈱ 
1 名 

高レベル放射性物質研究施設運転管
理業務の安全な遂行 

〃 
検査開発㈱ 
1 名 

高レベル放射性物質研究施設運転管
理業務の安全な遂行 

試験運転第2
課 

検査開発㈱ 
1 名 

先進燃料製造技術開発試験の安全な
遂行 

〃 
検査開発㈱ 
1 名 

先進再処理技術開発試験施設運転管
理業務の安全な遂行 

環境技術 
管理部 

廃止措置技
術課 

検査開発㈱
1名 

旧ウラン濃縮施設の維持及び廃止措
置業務における後進の指導育成 

処理技術課 
原子力技術

㈱ 
1 名 

試験・分析業務における安全管理の遂
行 

処理技術課 
検査開発㈱
1名 

ホット施設の運転保守業務における
安全管理の遂行 

再処理 
センター 

品質保証課 職員 1名 
再処理施設保安検査の円滑な受検と
合理化への貢献 

技術部ガラ
ス固化技術

課 

原子力技術
㈱ 
1 名 

長年にわたるガラス固化処理技術開
発業務に対する貢献 
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所 属 部 署 受 賞 者 受 賞 件 名 

施設管理部
施設管理課 

常陽産業㈱ 
1 名 

長年にわたる再処理施設内洗濯業務
による安全・安定運転への貢献 

環境保全部 
環境管理課 

原子力技術㈱
6名 

長年にわたる低放射性固体廃棄物受
入れ・処理工程の安全確保への貢献 

検査開発㈱ 
長年にわたるクリプトン施設の運
転・保守管理への貢献 

日本放射線エンジニアリン
グ㈱ 

長年にわたるマニプレータ保守管理
の安全なる推進 

プルトニウ
ム燃料セン
ター 

技術部 
核物質管理

課 
職員 1名 

プルトニウム燃料施設における核物
質管理業務を通しての施設の臨界安
全及び長距離陸上輸送の安全への貢
献 

燃料技術部
製造加工課 

職員 1名 
長年にわたる MOX 燃料製造及び設備保
全業務における安全管理面での貢献 

新菱冷熱工業㈱ 
長年にわたる第三開発室給排気設備
の保守点検による施設の安全・安定運
転への貢献 

 

 

表 2-1-4(3) サイクル研究所 安全奨励賞（センター長・部室長表彰） 

所 属 部 署 受 賞 者 受 賞 件 名 

工務技術室 運転班 
㈱ペスコ 

1 名 

施設営繕工事監理業務における工事安

全への貢献 

環境技術 

管理部 
環境保全課 

常陽産業㈱

1名 
洗濯業務を通じての安全意識の高揚 
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 19 年度安全大会写真集（7月 2日） 

 

 

 

 

野村所長訓示  

（Pu センター）   
安全功労者表彰  

（再処理センター）  
 

 

 

安全功績賞・奨励賞表彰  

（センター以外の部門）  
機構側安全確保決意表明  

（センター以外の部門）  
 

 

協議会員による安全確保決意表明  

（Pu センター）  
安全スローガンの指差唱和  

（再処理センター）  
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(3) 平成 19 年度全国労働衛生週間（同準備期間）（9月 1日～10 月 7 日） 

平成 19 年度全国労働衛生週間（同準備期間）に合わせ、各種行事を企画し

実施した。平成 19 年度の労働衛生週間は、「こころにゆとり からだに余裕  

みんなでつくる 健康職場」をスローガンに展開された。これに伴い核燃料サ

イクル工学研究所では、この運動の趣旨に則って、準備月間を含めた本期間に

おける各種行事の企画立案を行い、安全衛生委員会の承認を得て実施又は準備

を進めた。各種行事の一覧を表 2-1-5 に示す。 

 

表 2-1-5 労働衛生週間行事一覧 

実施事項 期 間 備 考 

1. 啓発活動 9/1～10/7 ①安全衛生瓦版の発行(8/31 第 34 号：行事紹介、

10/1 第 35 号：理事長・所長メッセージ) 

② 横断幕、ポスター、のぼりの掲示等 
・正門、田向門、各部センター他 

③水戸地区全国労働衛生週間準備打合せ会への

参加 

9月 7日(金)に県民文化センターで開催された

標記大会に安全衛生推進員など 14 名が参加 

2. パトロール 

 

9/27 所長パトロール 

・Pu センターを対象とした職場の衛生パトロー

ルを実施 

9/27 職場相互パトロール 

・サイクル研究所内の居室、更衣室、給湯室等

を対象に相互パトロールを実施した。 

3. 衛生講演会 8/9 

8/30 

9/4 

9/21 

9/28 

演題「もし部下がうつになったら」 

・ 講師：サイクル研究所産業医 

・ 対象：管理職 

・受講者： 181 名(5 回合計)  

9/25 演題「今からできるメンタルヘルスケア ～メン

タルヘルスの現状とその対処～」 

・ 講師：サイクル研究所産業医 

・ 対象：従業員等 

・受講者： 108 名 
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水戸地区全国労働衛生週間準備打合せ会(9月 7日) 産業医による衛生講演会(9月 25日)   

JAEA-Review 2008-046

－11－



 

2.2 安全情報の共有 

 

(1)安全ニュース等の発行 

安全に関する情報の適時・的確な提供と共有化については、従来から「安全

ニュース」、「安全衛生瓦版」の発行、中央労働災害防止協会発行の「安全衛生

壁新聞」の配布等を行っている。 

平成 19 年度上半期には「安全ニュース」は発行されなかった。「安全衛生瓦

版」の発行実績を表 2-2-1 に示す。 

なお、「安全ニュース」、「安全衛生瓦版」については、核燃料サイクル工学研

究所イントラネットの保安管理部ホームページや保安の広場に掲載しており、

誰もがいつでも見られるようにしている。 

 

表 2-2-1 安全衛生瓦版の発行 

 

発行日 件名 

4 月 12 日 古い蛍光灯に注意しましょう 

4 月 14 日 極端な労働時間とは？ 

4 月 25 日 連休前の施設・設備の点検・確認の徹底と連休中の生活のリズム

に注意!! 

4 月 27 日 平成 19 年度 原子力エネルギー安全月間の取り組みについて 

5 月 14 日 座位作業のための空間と作業姿勢について 

5 月 31 日 平成 19 年度全国安全週間（準備期間）行事について  

7 月 9 日 平成 19 年度安全週間終わる！ 

7 月 18 日 サーベイメータによる正しい身体汚染検査 

7 月 24 日 平成 19 年度 電気使用安全月間運動の開始にあたって

7月 30 日 熱中症について 

8 月 31 日 平成 19 年度労働衛生週間（準備期間）行事について 
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(2)「保安の広場」の運用 

「保安の広場」については、継続して保安関連の情報を掲載し保安に関

する各種情報の発信に努めた。 

平成 19 年度上半期における「保安の広場」を活用した情報共有の実績を

表 2-2-2 に示す。 

 

表 2-2-2 「保安の広場」による情報共有 

月 主な掲載情報 ｱｸｾｽ数 

4 月 

1. 最新ニュース（2件） 

・安全衛生管理実施計画 

・通報連絡要領の改正周知 

2. 安全衛生瓦版（4件） 

234 

5 月 

1. 最新ニュース（3件） 

・原子力エネルギー安全月間行事関係 

2. 安全衛生瓦版（2件） 

259 

6 月 

1. 最新ニュース（2件） 

・全国安全週間行事予定 

・危険物安全週間行事関係 

298 

7 月 

1. 最新ニュース（3件） 

・全国安全週間行事関係 

・使用施設非常事態訓練 

2. 安全衛生瓦版（4件） 

269 

8 月 

1. 最新ニュース（1件） 

・原子力安全協定に基づく臨界安全管理立入調査 

2. 安全衛生瓦版（1件） 

216 

9 月 
1. 最新ニュース（3件） 

・全国労働衛生週間行事関係 
173 

 
 
 

 

JAEA-Review 2008-046

－13－



 

2.3 各種協議会組織への支援活動等 
 

(1) 安全衛生強化推進協議会 

平成 17 年 10 月 1 日付けで設置した安全衛生強化推進協議会の今期の活

動内容を表 2-3-1 に示す。 

 

表 2-3-1 安全衛生強化推進協議会の活動内容 

開 催 日 議      題 

5 月 10 日

（定例） 

(1)平成 19年度安全衛生強化推進協議会定例会役員の紹介  

(2)議事録確認 

(3)協議・報告事項 

①平成 18年度第 4四半期安全衛生管理状況報告について 

②平成 19年度安全衛生強化推進協議会の活動状況について 

③各部・センター協議会の活動状況について  

④年間主要事業計画について 

⑤安全衛生瓦版の紹介 

⑥平成 19年 4月の交通事故報告について 

8 月９日

（定例） 

(1)役員の変更について(紹介) 

(2)議事録確認 

(3)協議・報告事項 

①平成 19年度第１四半期安全衛生管理状況報告について 

②平成 19年度安全衛生強化推進協議会の活動状況について 

③各部・センター協議会の活動状況について 

④安全衛生瓦版の紹介 

⑤平成 19年度原子力エネルギー安全月間の実施結果報告 

⑥平成 19年度安全週間(準備期間)の実施結果報告 

⑦原子力科学研究所モックアップ建家東側共同溝の汚染について 

⑧原子力科学研究所開発試験室建家前の残存排水枡及び排水管の汚染につ

いて 

⑨事故・故障等に係る未報告事例、許認可手続きの不備、データ改ざんの

有無に関する点検調査計画 

⑩平成 19 年新潟県中越沖地震による東京電力柏崎刈羽原子力発電所での

火災及び放射能漏れを受けた指示について(報告) 

⑪原子力科学研究所の解体分別保管棟での火傷による負傷者の発生につい

て 

⑫ＣＰＦにおける負傷報告について 

会長（議長）：所長 
副会長：副所長、副所長（再処理センター長）、副所長（サイクル工学試験部長）、副所

長（プルトニウム燃料センター長）、原子力技術㈱、㈱神戸製鋼所 
幹 事：保安管理部長、工務技術室長、放射線管理部長、環境技術管理部長、管理部長、

エィ・ティ・エス㈱、木村化工機㈱、検査開発㈱、常陽産業㈱、千代田メイン

テナンス㈱、日国サービス㈱ 
オブザーバー：専任安全衛生管理者 

監査員：保安管理部施設安全課長、原子力技術㈱ 

事務局：安全対策課 
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(2) 安全衛生強化推進協議会保安管理部協議会 

平成 17 年 10 月に設立された安全衛生強化推進協議会保安管理部協議会を

定期的に開催し、安全に関する各種の情報提供等を実施した。 

今期における安全衛生強化推進協議会保安管理部協議会の活動内容を表

2-3-2 に示す。 

 

表 2-3-2 安全衛生強化推進協議会保安管理部協議会の活動内容 

 

開 催 日 議      題 

４月 18 日 

（定例） 

(1) 平成 19 年度保安管理部協議会役員について 
(2) 3 月期保安管理部協議会議事録確認 

(3) 核燃料サイクル工学研究所におけるトピックス等の紹介 
(4) 安全衛生強化推進協議会会則の改定について 

(5) 平成 19 年度核燃料サイクル工学研究所安全衛生管理に関する実施計画 

(6) 平成 19 年度保安管理部協議会活動計画 

(7) 各社の平成 19年度安全衛生活動計画紹介 

(8) その他連絡事項 

 ① 安全衛生瓦版の紹介 

 ② 月刊安全衛生シートの紹介 

5 月 23 日 

（定例） 

(1) 4 月期保安管理部協議会議事録確認 
(2) 核燃料サイクル工学研究所におけるトピックス等の紹介 

(3) 交通安全社内教育の実施結果について（㈱ペスコ） 
(4) 従業員の事故発生状況 

(5) その他連絡事項 

 ①正門警備所における車止め用ポールの設置について 

 ②安全衛生瓦版の紹介 

 ③月刊安全衛生シートの紹介 

6 月 20 日 

（定例） 

(1) 5 月期保安管理部協議会議事録確認 

(2) 核燃料サイクル工学研究所におけるトピックス等の紹介 

(3) 全国安全週間(準備期間)について 

(4) 保安管理部協議会パトロール 

(5) その他連絡事項 

 ①月刊安全衛生シートの紹介 

7 月 18 日 

（定例） 

(1) 役員の変更について 

(2) 6 月期保安管理部協議会議事録確認 

(3) 核燃料サイクル工学研究所におけるトピックス等の紹介 

(4) 6 月期保安管理部協議会パトロールの結果について 

(5) その他連絡事項 

 ①平成 19 年 6 月の交通事故報告 

②安全衛生瓦版の紹介 

 ③原科研解体分別保管棟における火傷による負傷者の発生について 

 ④原科研研究用原子炉の屋外タンクからの塩酸もれについて 

 ⑤大洗安全だよりの紹介 

 ⑥月刊安全衛生シートの紹介 
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8 月 22 日 

（定例） 

(1) 7 月期保安管理部協議会議事録確認 

(2) 核燃料サイクル工学研究所におけるトピックス等の紹介 

(3) 電気の安全な取扱いについて 

(4) その他連絡事項 

 ①平成 19 年 7 月の交通事故報告 

 ②平成 19 年度安全週間(準備期間)の実施結果報告(案) 

 ③平成 19 年度衛生週間(準備期間)について(案) 

 ④事故・故障等に係る未報告事例、許認可手続きの不備、データ改ざんの

有無に関する点検調査計画 

 ⑤新潟県中越沖地震を踏まえた原子力施設における安全確保について 

 ⑥ＣＰＦ管理区域で発生した従業員の負傷について 

 ⑦原科研モックアップ建家東側共同溝の汚染について 

 ⑧原科研開発試験室建家前の残存排水枡及び排水管の汚染について 

 ⑨安全衛生瓦版 

 ⑩月刊安全衛生シートの紹介 

9 月 19 日 

（定例） 

(1) 8 月期保安管理部協議会議事録確認 

(2) 核燃料サイクル工学研究所におけるトピックス等の紹介 

(3) 原子力安全協定に基づく報告に係る点検調査報告(要約) 

(4) 柏崎刈羽原子力発電所の視察について 

(5) 展示館における過酸化水素による薬傷について 

(6) 保安管理部協議会パトロール 

(7)その他連絡事項 

 ①平成 19 年８月の交通事故報告 

 ②日本原燃㈱再処理事業所構内の協力会社事務所における発煙について 

 ③高放射性廃液貯蔵場における作業員の指先負傷について 

 ④県央工業用水及び村上水導入工事に伴う、体育館入口等の交通規制につ

いて 

 

会長：保安管理部長 

副会長：保安管理部次長、㈱ナスカ 

会員：保安管理部安全主任者、保安管理部衛生管理者、安全対策課長代理、危機管理課長、

施設安全課長、研究技術情報部長、原子力研修センター長、管理部総務課長代理、 

   ㈱暁恒産、エィ・ティ・エス㈱、東京ニュークリア・サービス㈱ 、東陽電設(有)、

常陽産業㈱、㈱NESI、㈱日京クリエイト、日国サービス㈱、㈱ペスコ 

事務局：安全対策課 
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2.4 事故・トラブル、良好事例等の水平展開 

 

 (1) 事故・トラブル等 

原子力機構内外の事故・トラブル事例等のうち、一度起こした事故と類似

の事故を再度起こさないよう機構内各研究所に水平展開を図っており、保安

管理部は核燃料サイクル工学研究所の窓口としてとりまとめを行っている。 

平成 19 年度上期は、本部からの社内水平展開が 1件あり、水平展開を行っ

た。また所内水平展開は１件あり、周知を行った。 

社内水平展開事項 1件及び所内水平展開事項１件の概要を別紙に示す。 
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水平展開２００７－０１ 

 
製錬転換施設における放射性物質漏えい 

発生場所 
人形峠環境技術センター  

製錬転換施設 

発生日

時 

平成 19 年 2 月 15

日(木) 

午前 10時 30分頃 

不適合の

状況と処

置 

・ 平成 19年 2月 15日（木）10時 30分頃 人形峠環境技術センター 製錬

転換施設（昭和 57年 3月試験開始）内の資材一時置場（管理区域）におい

て、分析廃水配管継手部（塩化ビニル配管）及び床面に漏えい痕跡を発見

した（写真-1参照）。 

・ 翌 16日、当該分析廃水配管延長部を調査したところ、ふっ素電解室(非管

理区域)内の同配管継手部（塩化ビニル配管）に漏えい痕跡を発見した（写

真-2参照）。また、前日発見した痕跡部の放射線測定の結果、法令に定める

管理区域の表面密度限度を超えていることが判明した。 

・ その後の調査により上記を含め、管理区域で 95 箇所、非管理区域で 1 箇

所の漏えい痕跡を発見した。この内、3箇所が管理区域の表面密度限度（α

値：4Bq/cm２、β（γ）値：40Bq/cm２）を超えていた。なお、非管理区域

では、上記 1 箇所（α値：0.24Bq/cm２、β（γ）値：1.6Bq/cm２）以外に

新たな漏えい痕跡はなかった。 

・ 環境への影響、作業員の放射線被ばく、作業員の人的障害はなかった。 

原  因 

 

漏えいの直接原因及び背景要因は以下のとおり。 

① 配管等からの漏えいの直接原因 

・ 配管継手部（差込継手構造、17箇所中 16箇所が塩化ビニル配管） 

接着接合不良や温水の排水の繰り返し（熱伸縮等）による応力集中で

亀裂が発生（写真-1、写真-3） 

・ 配管継手部（フランジ構造及びねじ込み構造、36箇所） 

長年の使用によるパッキン及びシールテープのひび割れ、変形、弾性

劣化等によるシール機能の劣化 

・ 排気設備ダクト継手部 

長年のふっ素分を含むミストによるフランジ部の腐食やパッキンの劣

化 

・ その他 

機器本体のシール劣化、ドレン・サンプル口の端末処理不備、床及び

架台の作業後の処置不備等 

②不適切な管理及び対策に至った原因と背景要因（主なもの） 

・ 設備機器から離れた配管・ダクト等は、点検項目に明記がなく、点検し

ていなかった。また、設備機器の高経年化対策や配管等の漏えい防止対

策を実施していなかった。 

・ 転換試験終了後（平成１１年７月）、設計や運転を担当した技術者が転

出し、運転管理情報等の技術伝承が十分行われなかった。 

・ 使用予定がなく解体を待つ設備について錆等が増え、漏えい痕跡と錆等

の見分けがつきにくい状態となり異常を早期に発見しにくくなった。 

・ 非管理区域を経由する放射性物質を取り扱う配管に対する外部のトラブ

ル事例等を見直しの機会として活かせなかった。 

 

件   名 
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再発防止対

策 

（教訓） 

製錬転換施設においては、以下の再発防止対策を実施する。 

① 配管等からの漏えい 

・ 非管理区域で使用を継続する配管・ダクトは、必要な漏えい防止対

策を実施。その他は使用を停止し、水抜き・配管切り離しをした後

に計画的に撤去 

・ 管理区域で使用を継続するものは、高経年化対策も考慮しつつ補

修・交換を実施。使用予定のないものは水抜き・塔槽類から配管を

切り離した後に計画的に撤去 

② 不適切な管理及び対策 

・ 施設の安全管理レベルの向上及び技術伝承を図るため、施設の運転

履歴データベースの構築及び設備毎のリスクアセスメントを実施 

・ 配管等の点検を確実に行うため、設備巡視点検マニュアルを改訂 

・ 安全確保を全てに優先する「安全意識」の醸成及び活気ある職場風

土の醸成のため、他拠点の安全管理者や外部講師との情報交流、水

平展開項目に関し自らの施設のリスク抽出等の掘り下げ、センター

所長等幹部との定期的な意見交換の場の設定、また、これらにより

廃止措置フロントランナーとして自覚を持てるように動機付けを行

う。 
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水平展開事

項 

 

製錬転換施設における原因及び再発防止対策を踏まえ、以下の水平展開を

行う。なお、人形峠環境技術センターにおける再発防止策の中で、有効と思

われる対策は適宜実施のこと。 

(1) 放射性物質を含む液体が流れる管理区域外に設置されている、塩化ビニル

配管（試験研究用原子炉施設及び核燃料物質使用施設）について、以下の

事項を水平展開する。 

本項目については、今後の実施予定時期も含めて報告のこと。 

（添付 「管理区域外における塩ビ配管の対策調査記録」に従い報告） 

 

①原則としてその使用を停止する。 

使用停止には、次の措置を行う。 

ⅰ)使用停止のための措置（水抜き、バルブ閉止、使用停止系統であ

る旨の表示） 

ⅱ)許認可変更手続き（必要に応じ） 

ⅲ)設備撤去等の措置（フラッシング、配管切り離し、配管撤去等） 

 

②やむを得ず使用を継続する場合は以下の措置を行う。 

 ⅰ) 当該系統に流れる液体の温度を確認するとともに、継手部からの

漏えいを防止又は漏えいを検知できる処置（透明な材質の管等でカ

バーするなど）、あるいは漏えいの拡大を防止する処置を施すことと

する。 

 ⅱ) 温水（50℃を超える液体）を多量に流している場合（応力集中が

起こり得る）は、熱による応力の集中が生じにくい構造となってい

ることを確認する。 

 

(2) 放射性物質を含む液体が流れる配管（全ての材料）について、巡視点検等

の適切な管理（点検対象・範囲、点検項目、頻度など）が実施されている

ことを確認すること。（報告不要） 

 

（注）塩化ビニル配管の点検保守及び施工を行う際の留意事項 

・ 配管継手部の接合不良 

接合部の接着、シールの劣化 

・ 熱伸縮等による応力集中 

金属製配管に比べ熱膨張率が高いため、熱応力の対策が必要な場

合もある 
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水平展開Ｈ19－０１ 
件  名 再処理技術開発センター 技術管理棟における停電発注 
発生場所 
及び発生課 

発生場所：再処理技術開発センター 技術管理棟 
発生課：再処理技術開発センター施設管理部施設保全第 2課 

発生日時 平成 19年 4月 2日 10時 25分頃 

事故・トラ

ブルの状況

と措置 

Ｈ19年 4月 2日 10時 25分頃、技術管理棟（非管理区域）キュービクル
の日常巡視点検の際、キュービクルの扉を閉めたと同時に技術管理棟が停

電となった。点検の結果、扉に設置してある過電流継電器（誘導型）2台
のうち 1台が扉を閉めた時に誤動作したことがわかった。 
 再処理施設内のその他の電源系に異常はないことから 10 時 45 分頃に
遮断器を投入し復電させた。 
 なお、技術管理棟（非管理区域）は居室等を配置している建屋であり、

放射性物質等を取り扱う工程・設備はなく、再処理施設の保安には影響は

なかった。 
原  因  技術管理棟キュービクルに設置してある過電流継電器（誘導型）は使用

年数が長く、また、静止型過電流継電器（電子式）と比較して振動の影響

を受けやすいことから、継電器の劣化（1985 年製）に加え、扉を閉めた
ときの振動が影響し、停電に至ったものと推定 

対  策  当面の対策として、誤動作した継電器を予備品（誘導型）と交換する。

また、電気設備の保守・点検の担当者への扉の開閉を静かに実施すること

を再周知する。 
 恒久的な対策として、古くなった誘導型過電流継電器を振動による誤動

作の無い静止型過電流継電器（電子式）に計画的に変更する。 
水平展開事

項 
① 放射性物質等を取り扱う工程・設備に給電している電気設備に過電流
継電器（誘導型）の設置の有無を確認する。 

② 過電流継電器（誘導型）が設置してある場合は、計画的に静止型過電
流継電器（電子式）に交換する。 
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（2）NS ネット良好事例 

NS ネットに関する良好事例は、平成 12 年度から関係機関の事業所におい 

て相互評価が実施され、その中から摘出されたものである。これらの良好事

例を有効活用し、原子力の安全確保を目指すことを目的とし、研究所として

良好事例の水平展開を実施している。今期は、第 53 回と 54 回の良好事例を

展開した。NS ネット相互評価結果の良好事例を表 2-4 に示す。 

 

表 2-4 NS ネット相互評価結果の良好事例 

回 レビュー事業所 相互評価（ピュアレビュー）結果の良好事例 

第 53回 ジェー・シー・オー 東
海事業所 
（平成 18年 7月 12日～
14日） 

【組織と管理体制】 

①年初めに社長が直接全社員に、『年間安全衛生環境目標』

を周知し、月１回の「安全朝礼」や「安全衛生委員会」で

も、社長が安全をテーマに講話を行い、経営トップ自らが

安全に関する思いを現場で働く社員に伝えている。 

②2002年以降、安全文化醸成活動を継続的に実施している。
この活動結果を定量的に評価するために、年１回全社員に

対して、安全文化の定着状況に関する約 200問の設問から
なるアンケート方式による調査とその分析を行っている。

【教育・訓練】 

①教育訓練制度は『教育訓練規程』で明確化されており、こ

れに基づいて、教育訓練項目、担当講師と受講者を定めた

教育訓練年度計画を立案して実施している。 

②作業の法的根拠を明確にし、法令や規則に照らして不備の

ないことを再確認することを目的として、法令勉強会を月

例で開催している。 
【運転・保守、作業管理】 

作業手順書の制定にあたっては、『安全衛生管理規程』、

『作業手順書管理要領』等の各種社内規定に基づき、その作

業の危険・有害要因を特定し、これらのリスクアセスメント

を実施した上で、リスクの大きいものから優先順位をつけ

て、手順化している。 

【特定評価項目】 

ヒューマンエラー防止をリスクアセスメント活動の重要項

目と位置付けて、全作業に潜むヒューマンエラーの可能性を

抽出し、そのリスクを評価している。評価の結果、リスクの

大きさに応じてヒューマンエラーを防止する対策を講じる

とともに作業手順書に反映している。 

第 54回 関西電力 高浜発電所 
（平成 18年 7月 31日～
8月 11日） 

【組織と管理体制】 

協力会社と緊密にコミュニケーションを取ることに大きな

努力が払われており、発電所と協力会社の間に良好な関係が

維持され、適切な協業のもとに発電所が運営されている。 
【運転】 

① 運転員の技術伝承を目的として、「技術伝承データベー
ス」や「定期検査データベース」を作成し、活用してい

る。 
② ヒューマンエラー防止の観点から、号機ごとに色分けを
行い、視覚による識別を行うと共に、重要設備が設置さ
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れている部屋については、音声告知装置により、聴覚に

よる識別を実施している。 

【保修】 

原子力保全総合システム（M35）等により、点検周期・点
検内容の設定根拠が明確に整理されている。膨大な設定根拠

に関する書類は、データベース化したことにより容易に参照

可能となっている。 
【技術支援】 

オンラインモニタリングにより機器の異常兆候の早期発見

に努めている。これにより、機器に異常が発生する前の対応

を可能にしている。 

【放射線防護】 

被ばく線量低減のための長期的な目標を定め、その目標に

向けた独自のプログラムを実行するとともに、長期的なアク

ションプランを策定している。 
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2.5 その他 

 

(1) 化学物質管理業務等 

  特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する

法律(化管法)に基づき、平成 18 年度における第一種指定化学物質の排出量

及び移動量のとりまとめを行い、6月 29 日に茨城県知事に届出書を提出し

た。平成 18 年度の化学物質排出量・移動量を表 2-5-1 に示す。 

また、平成 19 年度第１四半期における化学物質の排出量等の取りまとめ

については、7月 27 日～8月 6日までの期間で実施した。 

 

表 2-5-1  平成 18 年度化学物質排出量・移動量 

 

経 路 等 
ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類 

（mg-TEQ） 

ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ 

(kg) 

ﾋﾄﾞﾗｼﾞﾝ 

(kg) 

排

出

量 

大気への放出 
0.14 

(0.41) 

0.0 

(0.0) 

260.0 

(320.0) 

公共水域への放出 
0.000082 

(0.0036) 

0.0 

(0.0) 

290.0 

(360.0) 

事業内土壌への排出 
0.0 

(0.0) 

0.0 

(0.0) 

0.0 

(0.0) 

移

動

量 

下水道への移動 
0.0 

(0.0) 

0.0 

(0.0) 

0.0 

(0.0) 

事業所外への移動 
0.0 

(0.0) 

0.0 

(0.0) 

4.3 

(4.3) 

注( )内数値は平成 17 年度の値を示す。 
 
 (2) 平成 19年度業務実施中間報告 

平成 19 年度業務目標については、中間報告表を取りまとめるとともに
OHSMS/EMS目標に関して各部・センターの労働安全衛生活動の実施状況を
確認した。その結果は、各部・センターとも計画的に活動を実施しており、

状況は良好であった。 
  保安管理部の「平成 19 年度実績報告表（中間）」「OHSMS/EMS 目的及び
目標達成度報告書（中間）（平成 19年度）」「平成 19年度品質目標リスト・実
績（中間）」を付録として添付するので参照されたい。 
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(3）保安教育・訓練管理システムの整備 

保安教育・訓練管理システムについて、昨年度実施した高度化機能につい

て確認作業を進めるともに、今年度の高度化仕様について検討を開始した。 

また、今年度から原子力科学研究所も導入したため、運用の支援を行って

いる。 

  

(4) 再処理施設の点検調査対応 
  研究所においては、平成 18年度に電気事業者において記録や報告の改ざん
等の不適切な対応があったことに鑑み、再処理施設の自主保安活動の一環と

して原子炉等規制法等に基づく許認可等の手続きの不備の有無、記録類のデ

ータ改ざんの有無及び事故・故障等に係る未報告事例の有無についての点検

調査を実施した。 
研究所としては、東海再処理施設に係る点検調査委員会及び点検調査部会

を設置し、保安管理部はその事務局として、委員会等の運営及び報告書の取

りまとめに協力した。 
再処理施設に係る点検調査においては、施設定期自主検査記録において検

査結果に影響を及ぼさない誤記等が確認されたものの、手続きの不備、デー

タ改ざん及び未報告事例に該当するものは確認されなかった。 
しかしながら、点検調査の中で確認された検査記録の一部不備について、

原子力安全・保安院から注意及び指示文書が安全担当理事あて発信され、再

発防止対策をとりまとめ、核燃料サイクル規制課に提出した。 
点検調査結果及びその際に確認された誤記等についての関連文書を添付す

るので参照されたい。 
 
(5) 原子力施設の点検調査対応 
 研究所は、茨城県知事より「原子力安全協定に基づく報告に係る調査につ

いて（要請）」において、原子力安全協定に基づく報告の漏れ及び記載事項に

係る改ざんの有無について調査を実施するよう要請された。 
また、原子力科学研究所長が東海村長より受領した「非管理区域汚染の未

報告事案について（厳重注意）」において、原因究明・全職員への安全管理意

識の徹底を図り、再発防止に万全を期すよう求められた。 
一方、機構は、文部科学省の原子力安全監の指示「報告漏れに関する調査

及び安全管理の徹底について（指示）」を重く受け止め、核燃料物質使用施設

（使用施設）だけでなく、原子炉等規制法及び放射線障害防止法に係る機構

のすべての施設を対象に点検調査を実施することとした。 
これらを受けた点検調査の項目は、①事故・故障等に係る未報告事例、②

許認可手続き及び国・県への報告手続きの不備、③国・県への報告に係るデ

ータ改ざんの有無とし、機構本部に安全担当理事を本部長とする「安全確認
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調査・対策本部」を設置した。研究所においても副所長を委員長とする点検

調査委員会を設置し、点検調査を実施した。 
保安管理部はその事務局として、委員会等の運営及び取りまとめを行った。

併せて、改善策をとりまとめ茨城県知事あて報告するとともにプレス発表し

た。 
点検調査の結果は以下のとおりであった。 

①「事故・故障等に係る未報告事例及び報告手続きの不備」は確認されなかっ

た。 
②「報告に係るデータ改ざん」は確認されなかった。 
③「その他」として、ヒアリング調査結果等から確認された、「事象が発生し

た時点での法令報告又は原子力安全協定の異常事態発生連絡書による報告

事項には該当しないものの、発生した事例の内容に鑑み、関係機関へ連絡す

べきであったと考えられる事例」として 3件を確認した。 
その後、茨城県知事から理事長あてに原子力安全協定の遵守及び保安管

理の徹底についての要請文書が発行された。本文書への対応は下期報告に

示す。 
点検調査結果等についての関連文書を付録として添付するので参照され

たい。 
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3. 危機管理業務 

 

3.1 危機管理業務概況 

 

危機管理課は、所全体にわたる危機管理対策の立案・推進、事故・トラブ

ル等緊急時の活動支援、警備・消防に関する業務を行っており、平成 19 年

4 月１日現在の人員は 55 名（警備員 26 名含む）である。また、当課は事故・

トラブル等緊急時に迅速な情報収集と的確な連絡を行うため、24 時間体制

でその対応に備えており、防災管理棟執務者のうち 12 名が 5 班 3 交替で対

応してきたが、中途退職者が発生し、要員確保が難しくなったことから８月

１日より 11 名で 4班 3交替でこの業務を遂行している。 

今期は、７月１６日に発生した新潟県中越沖地震を踏まえて、消防体制及

び通信連絡体制についての保安院、文部科学省、県、村の対応を実施した。 

規則類については事故対策規則の改定を行ったほか、各種マニュアル類の

見直しを行い、緊急時対応の強化充実を図っている。 

訓練等については、研究所での定常的訓練を実施したほか、茨城県主催通

報連絡訓練（抜打ち訓練）、茨城県原子力総合訓練等への協力を行った。 

警備については、米国同時多発テロ事件以来、イラク戦争、英国多発テロ

発生、北朝鮮の核実験等に伴い警備強化を継続している。 

平成 19 年度上期における研究所の異常事象等の危機管理対応（研究所対

策会議以上の設置）は、下記のとおりであった。 

 

（1）工務技術室 「構内道路で転倒し負傷した交通事故」119 通報で救急

車要請（4月 17 日） 
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3.2 緊急時対応体制の整備 
 

万一の事故・トラブル等発生に備え、通信設備等の緊急時対応システム機

能を維持することは当課の最優先業務であり、このため頻度を定めて点検を

実施し、その機能を確認している。 

以下に平成 19 年度上半期に実施した緊急時対応システムの維持管理内容

を示す。 

 

(1) 緊急時対応システムの維持管理 

① 日常点検（1回／毎日／毎直） 

a）緊急時対策所の緊急時対応システム類の巡視点検を行い、その健全

性を確認している。 

b）非常用電話（9999 及び 2222）等受信装置の作動試験を行い、これ

らが正常に作動することを確認している。     

② 月例点検（1回／月） 

a）緊急時対策所と各部センターの現場指揮所（７箇所）の間で TV 会議

システムを接続して音声、モバイル送受信、デジカメ画像受信、Ｅメー

ル受信等の作動試験を行い、その機能を確認している。 

b）非常用電話（9999 及び 2222）の通話作動試験を行い、音声、通話録

音等が正常に作動することを確認している。 

c）自家用発電装置の作動試験を行い、発電装置からの電源供給により、

緊急時対策所の各システムが正常に作動することを確認している。 

d）勤務時間外（夜間・休祭日）における現地対策本部構成員召集用の

緊急情報伝達システム（お伝え君）について、毎月発災箇所（部・セ

ンター）を変えて起動試験（召集なし）を行い、正常に作動すること

を確認している。 

    e) 核燃料物質使用施設保安規定対象機器、再処理施設保安規定対象機

器及び原子力災害特別措置法対象機器である受発信用 FAX、携帯電話、

PHS、衛星携帯電話及び外線電話について作動試験等を行い、これら

が正常に作動することを確認している。 

また、自主的に設置している機器である着信確認用外線電話及び外

線電話についても、正常に作動することを確認している。 

 

③ その他点検（1回／2ヶ月） 

a）情報通信車からのモバイル画像送信、デジカメ画像送信、Ｅメール

送信、衛星電話通信、衛星 FAX 送信等の各作動試験を行い、これら

が正常に作動することを確認している。 

 

(2) 緊急時対応機器の整備 

① 緊急時支援システムデータベースの維持 

     事故時支援システム掲載の情報確認及びデータ更新等のメンテナン

スを継続実施している。今後も必要に応じ随時更新を行うこととする。 
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② 緊対所サーバーの更新 

     緊急時対策所サーバーは、主機、従機、この間のデータ同期を行う

ソフト（クラスタ化）の 3 軸を基に構成されている。予算の都合によ

り２年前から主機及び従機の導入を逐次検討実施し、今年度はこれら

のクラスタ化を実施、システム全般の動作確認及び調整を経てこれら

更新作業の全てを完了した。 

   

   ③火災警報表示システムの２重化 

     現在主な所内施設火災警報発報の監視を、「火災警報表示システム」

により行っている。しかし当システム機器は古い上、サーバー等機器障

害に対応しておらず、障害が発生した場合はこの監視は不可能となるば

かりでなく、復旧は困難となり、影響は非常に大きなものとなる。これ

らに対応する措置として、システムを２重化することにより確実に運用

を図ろうとするものである。これに従い検討の上、発注の手続きを行っ

た。 

 

   ④ＡＶシステム起動機の更新 

     緊急時対策所における映像・音声共有システム（以下「ＡＶシステ

ム」という）の起動及び制御は当機で一括操作を行っている。しかしこ

れらは機器の老朽化から動作の反応に遅れが感じられる様になって来

ている。又、今後この末端機器において、デジタル化対応のための更新

を要することから、これに対応するソフトの更新も必要となってきてい

る。 

このため、機器及びソフトの構成等を見直し検討の上、反応の迅速化及

びシステムの健全性を担保するべく仕様を決定し発注の手続きを行っ

た。 

 

   ⑤デジタル対応化への更新 

     ＡＶシステム機器用ラックに収納されているＴＶ放送受信記録を行

うＴＶチューナー及び映像録画装置を、デジタル放送対応機器へ更新

し、④記載内容と同期を計るものとして検討の上、発注の手続きを行っ

た。 

 

   ⑥分電盤の設置 

     緊急時対策所におけるシステムの根幹が集約されているシステム機

器室の電源（特にＡＶシステム用）は、導入時の事情から他機器等と

一体化しており配線状況も悪く容量の余裕もない。従って今後の④及

び⑤記載の状況も含めて又電源管理も容易とするため、要求内容の検

討や調査を行い、工務技術室へ作業を依頼した。 

 

 (3) 防災管理棟浸水防止対策の検討 

防災管理棟は、建物1階に防災関係の主要設備・機器が配置されている。
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この建物は路面から低い位置に設置されていることから、豪雨の発生頻度

は低いと思われるものの、万一浸水した場合、危機管理システムに重大な

支障を及ぼす恐れがある。このことから建物各出入口部の浸水防止対策を

検討し、設置した。 
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3.3 訓練 
 

 研究所において事故等のトラブルが発生した場合、事態の安全な収束と的

確な情報収集及び迅速な通報連絡が要求される。 

前年度までに行った訓練や実対応で摘出された課題のうち、実施可能なも

のについては直近の訓練に反映して実施した他、時間を要する課題について

は継続的に反復訓練を計画することにより問題解決を図っている。 

平成 19 年度の研究所訓練計画については、平成 19 年 3 月の所運営会議に

おいて承認された。なお、本年度より所長が実施する総合訓練項目として核

物質防護訓練が設定された。 

上期の訓練実績としては、研究所訓練計画に従い核燃料物質使用施設の保

安規定に基づく非常事態訓練（所長が行う訓練）を軸に各施設の月例訓練（施

設統括者が行う訓練）を２回、招集訓練を１回実施した。 

なお、7月に行った核燃料物質使用施設の非常事態訓練では、初めての試み

として事故状況を説明するために地域対応班員を茨城県庁及び東海村役場に

実際に派遣した。また、東海村消防本部との合同訓練において、従来の消火・

救急活動にレスキュー隊と連携した救助活動を加えた総合的な消防活動訓練

を実施した。 

以下に訓練の概要を述べる。 

 

(1）月例訓練 

①4月 25 日（火）（保安管理部） 

「現地対策本部要員の招集訓練」 

・訓練内容  

   保安管理部所掌施設においてトラブルが発生したとの想定で勤務時

間外に現地対策本部要員の招集訓練を行った。また、本訓練では現地

対策本部構成員のうち、通報受信から緊急時対策所に到着するまでの

所要時間が 30 分以内の構成員を実際に招集し、各作業班毎の初動時の

人員が確保できるかを確認した。 

・訓練結果 

本訓練において、最終的な招集率は約 60％であり、午後 7 時台では

発災後20分で本部を立上げるのに必要な要員の参集が可能であること

を確認した。また、各作業班とも、本部立上げ時には 2 名以上集合し

ており、作業班員の調整は必要ないことも確認した。 

なお、本訓練はポケベルが廃止されてからはじめての招集訓練であっ

たが、招集率は昨年度と変わらない結果であった。 

 

②5 月 23 日（水）（放射線管理部） 

「安全管理棟管理区域における火災対応訓練」 

・訓練内容  

   放射線管理部所掌の安全管理棟管理区域内において火災及び薬品に

よる負傷が発生したとの想定で訓練を行った。本訓練では、発見者に
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よる村消防及び所内関係各所への迅速な通報連絡、初期消火を含めた

火災対応、傷口汚染を伴う薬傷への措置対応が確実にできるかを確認

した。 

・訓練結果 

本訓練において全体的な対応手順に問題のないことを確認した。 

       なお、事故情報の伝達等で課題が発見されたことから、今後の訓練に

おいて修正を図る。 

 

③6 月 27 日（水）（工務技術室） 

「特高変電所全停電訓練」 

・訓練内容  

   東京電力送電線への落雷により、工務技術室所掌の特高変電所にお

いて全停電が発生したとの想定で月例訓練を行った。本訓練では、商

用電源停電後の所内非常用発電機の自動起動による正常電源確認及び

確実な通報連絡、各部・センターへの適切な情報連絡及び措置対応、

非常用発電機電源から商用電源への復電切替操作等が確実にできるか

を確認した。 

・訓練結果 

本訓練において全体的な対応手順に問題のないことは確認した。 

        なお、情報共有の観点で課題が発見されたことから、今後の訓練にお

いて修正を図る。 

 

(2)  保安規定等に基づく総合訓練 
7 月 26 日（木）（核燃料物質使用施設非常事態訓練 13:30～15:30） 

  「プルトニウム燃料第三開発室における火災訓練」 

・ 訓練内容 

プルトニウム燃料第三開発室 組立検査室(FA-101)にて集合体運搬台

車の点検中、油圧ホースが外れハイドロリックオイルが装置周辺に飛散

したため、ウエスにてふき取りカートンボックスに収納していたところ、

ボックス近傍で使用していたコードリールで発生した火花がウエスに引

火し火災が発生した。 

これにより、初期消火中の作業員１名が手部にやけどを負ったほか、

集合体運搬台車に作業員１名が下敷きとなり、身動きができない状況と

なった。 

・訓練結果 

   本訓練では、事故対応体制の立上げ、負傷者の対応及び通報連絡等の

手順、所要時間は、これまでの訓練実績を基に事前作成した行動想定と

比較して問題のないものであった。 

     東海村消防本部との連携訓練では、訓練当日に実際に発生した救急

事象の対応のため、当初予定していた消防隊員が参加できなかったが、

村消防指揮官及び自衛消防班長の指揮により、予定された消火・救助活

動は全て円滑に実施できた。 
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なお、発災現場に入室する際の手順や外部協力機関等への情報伝達に

課題が発見されたことから、今後の訓練において修正を図る。 

 

（3）原子力施設における事故・故障時の通報連絡訓練 

7 月 24 日（火）（茨城県抜打ち訓練 15:01～17:27） 

  「再処理施設における火災事象」 

・訓練内容 

再処理施設プルトニウム転換技術開発室２階機器分析室において「ふげ

ん」使用済み燃料を処理中に火災報知機が発報した。 

・訓練結果 

全体的な対応手順には問題はなかったが、茨城県の講評でプレス発表に

関して以下の問題点が摘出された。 

・発表設定時刻（１７時）になっても記者会見が開始されなかった。開始

時刻の遅延により、プレスの反応が否定的になることが予想されるので、

開始時刻は厳守すること。 
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3.4  警備及び入構管理 

 

 従来、当課が所掌していた警備は、周辺監視区域における公衆の放射線防

護と財産保護を目的とした構内警備であったが、核物質防護対策の強化に向

けた原子炉等規制法改正に伴い、平成 18 年 6 月 1 日より周辺監視区域に沿っ

た範囲が「再処理施設の早期検知のための区域」に設定され、一般警備に加

え、核物質防護を対象とした警備が要求されることとなった。このため、再

処理施設核物資防護規定適用により入構管理の厳格化や警備強化要員（入構

車両点検要員、不法侵入車両阻止要員）を配置して対応してきているところ

である。 本年 4 月より第二食堂側道路からの入構を朝の通勤時間帯(7:30

～8:30)の 1 時間のみとしたことにより警備員 2 名（入構車両点検要員 1 名、

不法侵入車両阻止要員正門 1名）を削減した。 

上記警備に併せ、入構者及び車両入構許可証発行等の入構管理業務について

も当課所掌業務として実施しており、その発行数は職員及び年間役務契約者

等従業員ならびに業者に対して出入許可証を約 830 枚、車両入構許可証を約

690 枚発行している。 

警備に係る最近の状況として、平成 18 年 4 月から危機管理課危機管理対応

班当直員による正門警備所常駐及び警備区域巡視（1回/日）の実施を継続し

ている。 

また、米国の同時多発テロ事件発生以来、原子力施設に対する警備強化が図

られているが、これについては警備当局による武装パトロールが実施されて

いる。 

表 3-4-1 に 19 年度上期の入構者及び入構車両実績、表 3-4-2 に出入許可証

及び車両入構許可証発行実績を示す。 

 

 

表 3-4-1 入構者及び入構車両実績（H.19 年度） 

入構者数 正門警備所 3,459 2,871 3,421 3,543 3,030 2,927 19,251

（人） 田向門警備所 1,517 1,831 2,320 3,124 2,983 3,651 15,426

計 4,976 4,702 5,741 6,667 6,013 6,578 34,677

車両台数 正門警備所 2,122 1,918 2,126 2,231 1,925 2,033 12,355

（台） 田向門警備所 1,328 1,521 1,856 2,140 2,050 2,516 11,411

計 3,450 3,439 3,982 4,371 3,975 4,549 23,766

累　計６月 ７月 ８月種 類 通 用 門 ４月 ９月５月

  
 

 

 

 

 

 

表 3-4-2 出入り許可証及び車両入構証発行実績 
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種　　類 4月 5月 6月 7月 8月 9月 累　計

出入許可証 367 73 73 163 92 60 828

車両入構許可証 231 65 65 129 133 49 672

合計 598 138 138 292 225 109 1,500
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 3.5 その他 

 

（1）消防班活動 

核燃料サイクル工学研究所の自衛消防班は、各部・センターからの選抜メ

ンバーにより班長 1 名、副班長 3 名、班員 21 名の計 25 名で組織され、火災

等の異常事態に備えて定期的な訓練を実施している。 

平成 19 年度上半期は、定期的な訓練の他に、研究所月例訓練、研究所非常

事態訓練、茨城県抜打ち訓練、茨城県防災訓練に参加している。 

平成 19 年度上半期の消防班の活動実績を表 3-5-1 に示す。 

 

表 3-5-1 消防班の活動実績 

実 施 日 活  動  内  容 備  考 

4 月 6 日 基本操作 参加 15 名 

4 月 20 日 基本操作 参加 14 名 

5 月 11 日 基本操作 参加 17 名 

5 月 23 日 所内月例訓練（安全管理棟） 参加 4 名 

5 月 25 日 基本操作 参加 15 名 

6 月 8 日 基本操作 参加 16 名 

6 月 22 日 基本操作 参加 17 名 

7 月 6 日 基本操作 参加 12 名 

7 月 20 日 基本操作 参加 18 名 

7 月 24 日 茨城県抜打ち訓練 参加 18 名 

7 月 26 日 所内非常事態訓練 参加 20 名 

8 月 10 日 基本操作 参加 18 名 

8 月 24 日 基本操作 参加 14 名 

9 月 7 日 基本操作 参加 18 名 

9 月 21 日 基本操作 参加 15 名 

9 月 28 日 茨城県防災訓練 参加 5名 
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（2）防災管理棟見学者対応 

危機管理に対する関心は、原子力業界のみならず多岐にわたる業界に高

まっている。防災管理棟の運用開始以来、見学者の来訪が相次いでおり、こ

れに対応している。 

平成 19 年度上期の見学者の対応実績を表 3-5-2 に示す。 

 

 

表 3-5-2 防災管理棟見学者対応実績 

月 見学者数     累 計   *1 備  考 

4 月 0 人   4,981 人   

5 月 29 人   5,010 人   

6 月 4 人   5,014 人   

7 月 99 人   5,113 人   

8 月 66 人   5,179 人   

9 月 27 人   5,206 人   

*1  H13.3.27 運用からの累計 

 

 

（3）消防設備の点検 

    消防設備は、法に基づく点検・報告が義務付けられており、この点検

は当室発足以来、経済性及び合理性の観点から所内の全設備ならびに東

海研究開発センター所掌厚生施設（旧東海事業所所掌）についても当課

で実施している。     

    平成 19 年度上期分として、以下の消防設備等について、平成 19 年 9

月 18 日から点検を開始した。 

    ① 自動火災報知器：（感知器：約 10,000 個、受信機：約 120 台） 

    ② 消火器    ：約 4,200 本 

    ③ 屋内消火栓  ：約  500 基 

    ④ 屋外消火栓  ：約  120 基 

    ⑤ 誘導灯・標識 ：約 4,100 個 
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4. 品質保証関連業務 

 

4.1 品質保証活動業務   

 

原子炉等規制法に基づく省令で、原子力施設の保安のために講ずべ

き措置として、品質保証（品質保証マネジメントシステム）及び保安

管理に関する要求事項が定められている。 

これを受け、品質保証計画書に基づき、年度毎の品質方針を受け品

質目標を設定して、この目標に向けた活動を展開するとともに継続的

な改善を実施している。 

  平成 19 年度上半期における保安規定に基づく主な品質保証活動は、

平成 19 年度品質方針、品質目標の設定及び中間報告、使用施設を対象

とした内部監査の準備対応、ISO9001 内部監査員養成教育、ISO9001 内

部監査員演習教育、品質マネジメントシステム文書の整備、保安検査

対応等である。 

 

4.1.1 平成 19 年度の品質方針、 品質目標の設定及び中間報告 

（１）平成 19 年度の品質方針の策定 

①原子力安全に係る品質方針  

再処理施設に関係する、理事長が定める「原子力安全に係る方針」

については、平成 18 年度のマネジメントレビュー及びこれまでの

品質保証活動を踏まえ、品質マネジメントシステムによる保安活動

と改善に取り組むことや、適用範囲（対象）を運転管理等の６業務

の列記から「保安活動」にまとめるなどの大幅な見直しが行われた。

（付録 5‐(1)） 

  ②核燃料物質使用施設の原子力安全に係る品質方針 

使用施設の所長が定める「核燃料物質使用施設の原子力安全に係

る品質方針」については、上記理事長が定めた「原子力安全に係る

方針」と横並びを図りつつ、使用施設の品質保証活動の実態に即し

た具体的な表現にするなど、本方針も大幅な見直しを行い（付録 5

‐(2)）、3 月 19 日の品質保証分科会で検討し、3 月 23 日の品質保証

委員会で審議した後、所長の承認を得て、業務連絡（4 月２日）で

所内周知を図った。 

 

（２) 平成 19 年度の品質目標の設定 

平成 19 年度におけるサイクル工学研究所の品質目標は、平成 19

年 3 月 6 日に実施された再処理施設マネジメントレビュー結果及び

平成 19 年２月８日に実施された使用施設のマネジメントレビュー
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結果を踏まえ、平成 19 年度の品質方針に沿って作成した（付録

5-(3)）。 

なお、上記の品質目標に基づき作成した品質目標達成のための計

画（品質目標リスト）は、3 月 19 日の品質保証分科会で検討し、3

月 23 日の品質保証委員会で審議した後、所長の承認を得て、業務連

絡（4 月２日）で所内周知を図った。 

 

 （３）中間報告 

平成 19 年度の品質目標リストの中間報告(第１～第２四半期) 

に関して部の活動状況を取り纏めた。また、各部署の活動状況をサ

イクル工学研究所品質目標リスト･実績に取り纏めて 10 月初旬に所

長ヒヤリングを実施し承認を得る予定である。 

 

4.1.2 使用施設内部監査の準備  

核燃料物質使用施設保安規定第 14 条及び使用施設品質保証計画書

8.2.2 に基づく使用施設の内部監査について、以下の準備作業を実施し

た。 

（1）監査員の推薦依頼を各部・センターに業務連絡（5 月 30 日）で依

頼し、7 月 2 日に 26 名の核燃料物質使用施設に係る内部監査員監査

員が指名された。 

(2) 平成 19 年度の使用施設内部監査の年間計画を示す監査プログラム

は、7 月 30 日の監査員会議で作成され、8 月 10 日に所長承認された。 

 なお、昨年度に引き続き、支援部門（保安管理部、工務技術室、

放射線管理部）においては、再処理施設の原子力安全監査との合同

監査を実施することとした。 

（3）内部監査の実施に向けて、監査員会議を 7 月 30 日、8 月 24 日に、

監査リーダ会議を 9 月 26 日に実施した。 

（4）内部監査員のスキルアップ教育を 9 月 25 日に実施した。 

（5）使用施設の内部監査 10 月 16 日～11 月１日の期間で実施する旨の

内部監査実施計画書を各部・センターに業連(9月 12 日）で周知した。 

 

4.1.3 再処理施設内部監査の準備  

  (1) 第 1 回監査員会議が 8 月 27 日に開催され、監査ｽｹｼﾞｭｰﾙ(10 月 16

日～10 月 25 日)、プロセスアプローチ型監査の試行等が決められた。 

  (2) 本部からの業連を受けて、「平成 19 年度原子力安全監査に実施に

ついて」を各部･センターに業連により周知した。(9 月 6 日発信) 

  (3) 監査実施前の文書監査に対する回答を提出した。(10 月２日期限) 

  (4) 監査チェックシートの回答依頼があり、作成･提出した。 
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(10 月 3 日期限) 

4.1.4 再処理施設保安検査  

  原子炉等規制法第 50 条第 5 項に基づく再処理施設保安規定の遵守の

状況に係る検査(保安検査)については、保安管理部に係る品質保証活動

の実施状況について対応した。その結果、指摘事項等はなかった。なお、

従来逐条型で 3 週間に亘り実施してきた検査に対し、本年度第 2 回保安

検査からプロセス型検査主体の方式が取り入れられている。また、検査

期間も 2 週間に短縮された。 

  保安検査日程は以下の通りである。 

(1)平成 19 年度第 1 回保安検査(平成 19 年 5 月 14 日～ 6 月 1 日)  

(2)平成 19 年度第２回保安検査(平成 19 年 7 月 30 日～ 8 月 10 日) 

 

4.1.5 その他の品質保証活動 

(１) 品質保証関連文書等の整備  

品質方針を従業員に周知するための一環として、「原子力安全に係

る品質方針」は再処理施設品質保証計画書に、「核燃料物質使用施設

の原子力安全に係る品質方針」は、核燃料物質使用施設品質保証計画

書に掲載している。平成 19 年度の理事長の品質方針が変更されたた

め、再処理施設及び使用施設の品質保証計画書の改定を実施した。 

 

表 4-1-1 品質保証計画書の改定 

No. 品質システム文書 改定理由 施行日 

1 
再処理施設 

品質保証計画書 

・原子力安全に係る品質方針の見

直し 
H19.4.16

２ 
核燃料物質使用施設

品質保証計画書 

・核燃料物質使用施設の原子力安

全に係る品質方針の見直し 
H19.4.16

 

（２) ISO 実務教育 

平成 19 年度上期における実務教育として、ISO9001 内部監査員養

成教育を 7 月 23、24 日に開催し 17 名が新たに内部監査員の資格を得

た。又、研究所の品質保証教育の一環として、JEAC4111 実務担当者

教育を今年度初めて 8 月 31 日に実施し１７名が参加した。 

平成 19 年度使用施設内部監査のための内部監査員スキルアップ教

育（ISO9001 内部監査員演習教育）を 9 月 25 日に実施し、平成 19 年

度の使用施設内部監査員 18 名が参加した。
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4.2 国際認証（OHSMS/EMS）活動業務  

 

 サイクル工学研究所の研究開発業務等を安全に推進するため、労働災害の潜

在的危険性を低減するとともに、従業員の健康の増進及び快適な職場環境の形

成を図って労働安全衛生水準の向上に資すること、さらに環境保全活動を効果

的かつ継続的に行うこととした。これらに対処するため、国際規格である

OHSAS18001 に基づく労働安全衛生マネジメントシステム（OHSMS）及び ISO14001

に基づく環境マネジメントシステム（EMS）の認証を平成 14 年 3 月に取得し、

以来、自主的に定めた労働安全衛生方針及び環境方針に基づいて具体的な目

的・目標を作成し、その達成のため継続的改善を図ってきた。 

 

4.2.1 平成 19 年度 OHSMS/EMS の目的及び目標設定と実施活動  

(1)労働安全衛生目標 

理事長が定める安全衛生管理基本方針を受けた研究所の｢安全衛生管理

に関する実施計画｣が安全衛生委員会(平成 19 年 3 月 15 日)で了承されて

おり、この項目と、｢気がかりなリスクの改善｣を平成 19 年度の OHSMS 目

標とすることとし、品質保証委員会(19 年 3 月 26 日)で承認されている。

平成 19 年度サイクル工学研究所の労働安全衛生目標を以下に示す。 

 

＜労働安全衛生目標＞ 

１．自主保安活動の推進による作業安全の確保 
(1) 職場の実態に応じたリスクアセスメントの確実な実施(作業計画策定･
変更時を含む) 

(2) 作業及び設備に関連する安全情報の共有化及び水平展開の実施 

２．一人ひとりの危険に対する感受性及び安全意識の向上並びに教育訓練

の充実 
(1) 安全衛生に係る関係法令、規定類における一人ひとりの役割確認と遵
守の徹底 

(2)基本動作(5Sを含む)の徹底及びＫＹ･ＴＢＭ活動等の効果的な取り組み

(3) 施設･設備の習熟のための教育訓練の実施 
３．健康管理の充実と労働安全衛生活動への積極的な取り組み 
(1)心身両面にわたる健康管理の推進  
(2) 過重労働対策の徹底 
(3) 綺麗で爽やかな職場環境の維持･向上 

4．気がかりなリスクの改善 
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(2) 環境目的及び目標  

電力使用量、コピー用紙については、平成 19 年度からは維持管理に変

更することとした。又、本部からの環境目標を受けて、水使用量の低減の

ための調査と低減策の検討を新たに環境目標として設定した。 

平成 19 年度サイクル工学研究所の環境目的及び目標を以下に示す。 

＜環境目的及び目標＞ 

 

 

(3) OHSMS/EMS 目標リスト 

上記、労働安全衛生目標、環境目標を取りまとめたサイクル工学研究所

OHSMS/EMS 目標リストについては、平成 19 年 4 月 2 日に所長承認を受け、

これを基に各部･センターに対して OHSMS/EMS 目標リスト及び実施計画を

作成するよう依頼(平成 19 年 4 月 9 日)した。 

平成19年度に適用したサイクル工学研究所OHSMS/EMS目標リストを付録

‐5-(4)に添付した。 

 

(4) OHSMS/EMS 実施計画 

各部･センターから報告された実施計画を基に、サイクル工学研究所

OHSMS/EMS 実施計画書を作成し、第 19－1 回 品質保証分科会(6 月 8 日)に

報告した後、所長の承認(6 月 18 日)を得た。 

 

環境目的 環境目標 

放射性廃棄物発生量の低減 
低レベル放射性固体廃棄物発生量の

低減策検討及び実施 

放射性物質放出（気体及び液体）の適

正管理 

気体放出の適正管理 

液体放出の適正管理 

管理区域内使用器材発生量の低減 
管理器材Ⅰ(不燃)発生の改善策継続

実施及び評価 

環境汚染放出物質の適正管理 
難燃性ビニールバッグ(塩ビ系)の材

質改善策検討 

省資源・省エネルギーの推進 

ガソリン燃料使用量低減活動の継続

と啓発 

水使用量の低減のための調査と低減

策の検討 

一般廃棄物・産業廃棄物のリサイクル

向上 

一般廃棄物・産業廃棄物のリサイクル

活動の継続 
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(5) 最終報告及び中間報告 

(パフォーマンス測定、モニタリング監視･測定の管理)  

前年度 OHSMS/EMS の目的及び目標の活動について、各部・センターの年

間の実績から、サイクル工学研究所の取り組み活動を集約し、OHSMS 活動

については、安全衛生委員会(5 月 24 日 )に報告（安全対策課が実施）し

た。 

平成 19 年度上半期の OHSMS/EMS の目的及び目標の活動については、各

部・センターより第 1 四半期から第 2 四半期の活動結果の報告をまとめ、

その達成度の検証を進めている。 

 

4.2.2 内部監査の実施の準備 

平成 19 年度 OHSMS/EMS 内部監査は、所長より副所長を主任監査員として任

命(3 月 1 日)を受け、その後、内部監査年間計画書の所長承認(8 月 2 日)を得

て、準備を開始した。 

但し、自己適合宣言に関わる検討により、10 月上旬に予定していた内部監

査の日程が、11 月に変更になった。 

内部監査員の選出は、使用施設の監査も行うことができるように、ISO9001

監査員有資格者と合わせて過去のOHSMS/EMS監査員経験者を優先的に推薦さ

れるよう業務連絡（5 月 30 日）で依頼を行った。その結果、21 名の監査員

候補者の推薦があり、OHSMS/EMS 内部監査員として主任監査員から指名(7 月

2 日)された。 

推薦者の内訳では、昨年の経験者が半数を占め、監査リーダも昨年の経験

者が勤める監査チームを編成するに至った。 

内部監査に向け、7 月 30 日及び 8 月 24 日に内部監査員会議を開催し、こ

の中でチェックリストの充実、監査への取組み方法等を決め、監査員相互の

認識合わせを行った。 
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4.2.3 その他の OHSMS/EMS 活動 

 

(1) OHSMS/EMS 関連文書の整備 

マネジメントシステムの継続的な改善のため、OHSMS/EMS の基本規則及

び関連する要領書について、以下の改定を行った。 

 

① OHSMS 及び EMS 基本規則の改定 
表 4-2-1 OHSMS/EMS 基本規則の改定 

No. 基本規則 改定理由 施行日 

1 
OHSMS/EMS 

基本規則 

保安管理体制の変更に伴い、事業推進部門

建設部及び建設部の課長を追記した。 
H19.4.1 

 

② OHSMS/EMS 要領書の改定 

表 4-2-2 OHSMS/EMS 要領書の改定 

No. 要領書 改定理由 施行日 

1 
運用管理要領書 

(OHSMS/EMS-P09) 

現行の「運用基準等リスト」の維持管理

項目について、記載しやすい様式に改定

を行った。 

H19.4.1 

2 
教育・訓練要領書 

(OHSMS/EMS-P03) 

管理職の教育範囲及び教育・訓練実施フ

ローについて、実態に即した見直しによ

る改定を行った。 

H19.4.1 

 

(2) 法規制等要求事項の見直し 

   研究所の「法規制等要求事項登録表」への登録漏れの法律等がないか調

査を実施した。その結果、地球温暖化防止法が未登録であることから登録

準備を開始した。 

又、消防法、ダイオキシン類対策特別措置法施行規則の一部を改正する

省令の 2件について、「法規制等情報掲載書」の改正情報、詳細情報を掲載
している。 

 

(3) 教育・研修  

① 階層別定型教育 

平成 19 年度上期における演習教育として、OHSMS/EMS 内部監査員養成教

育を 6月 28 日、29 日に開催し 24 名が新たに内部監査員の資格を得た。 
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また、9月 10 日に平成 19 年度 OHSMS/EMS 内部監査のためのスキルアッ

プ教育を実施し本年度の内部監査員 19 名が参加した。 

ここでは、班編成を本番の監査と同一にして実践的な演習を行った。 
 

(4) ホームページの管理  

 平成 19 年度の OHSMS/EMS 目標リスト、OHSMS/EMS 実施計画、事故誘因及

び事故・緊急事態特定一覧表を掲載した。また、法規制等の制・改定動向

についても逐次関連情報を掲載し（改正情報：２件、詳細情報：２件）、デ

ータベースの維持・管理に努めた。 

 

4.2.4 OHSMS/EMS 認証登録から自己適合宣言に関わる検討 
研究所長による平成 18 年度マネジメントレビュー(2 月)のアウトプット
において、「今後、機構の予算は削減される見込みである。このため、マネ

ジメントシステムへの投入資源(人,予算)の投資効果を最大限に得るため、

認証継続の得失評価を含めて、現行のマネジメントシステムの合理化及び

他の方法への変更など、将来ビジョンを想像するための検討を行うこと」

の指示が出された。 
これへの対応を図るため、ISO14001、OHSAS18001 規格に基づいて、現在

の外部審査機関による認証登録の方法から｢自己適合宣言｣へ移行する方法

について 4 月より検討を行った。検討の中では、今後、研究所が進むべき

OHSMS、EMS 活動の将来像の検討、外部認証と自己適合宣言のメリット、デ

メリット整理、外部認証登録した平成14年から平成18年までの活動の成果、

マネジメント活動の定着状況及び自己適合宣言へ移行した後のマネジメン

トシステムの骨格等について検討、評価を行い、6月から研究所品質保証委

員会等において段階的に審議を行い、7月 24 日の所運営会議において｢自己

適合宣言へ移行する｣ことが了承された。 

その後、自己適合宣言への移行は、認証登録有効期限(平成 20 年 3 月)を

迎える日までに実施することを目標に諸準備に着手した。 

しかし、一方で、原子力科学研究所(旧;日本原子力研究所)の施設汚染問

題に端を発した｢原子力安全協定に基づく報告に係る調査結果｣を公表(8 月

31 日)した結果に対する社会的反響が大きかったことに鑑み、｢自己適合宣

言移行｣の時期の見直しを行うことが適切であるとの判断(9 月末)がなされ

た。 
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表４-２-３ 自己適合宣言移行に係る委員会等の審議経過 

開催日 議      題 審議結果 

5 月 11 日 19-1 品質保証分科会(中間報告) 
ISO 規格に基づく自律的活動によるマネジメントシステム
への移行について 

了承 

6 月 8 日 19-1 品質保証委員会（中間報告） 
サイクル研究所 OHSMS/EMS の国際規格への適合性公表
方法の変更（案）について 

了承 

6 月 21 日 安全衛生委員会(中間報告) 
OHSMS/EMS自己適合宣言移行・準備（案）について 

了承 

6 月 29 日 19-2 品質保証分科会(審議) 
OHSMS/EMS自己適合宣言移行（案）について 

再審議 

7 月 6 日 19-3 品質保証分科会(審議) 
OHSMS/EMS自己適合宣言移行（案）について 
（継続審議） 

分科会長預

かりで了承 

7 月 11 日 19-2 品質保証委員会(審議) 
OHSMS/EMS自己適合宣言移行（案）について 

再審議 

7 月 17 日 19-3 品質保証委員会(審議) 
OHSMS/EMS自己適合宣言移行（案）について 
（継続審議） 

委員長預か

りで了承 

7 月 19 日 安全衛生委員会(審議) 
OHSMS/EMS自己適合宣言移行（案）について 

了承 

7 月 20 日 品質保証委員会委員長より所長へ答申 了承 

7 月 24 日 運営会議(報告) 
OHSMS/EMS自己適合宣言移行（案）について 

了承 

8 月 30 日 19－4 品質保証分科会(報告) 
平成 19年度 OHSMS/EMS内部監査実施計画書について 

了承 
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4.3 その他 

 

(1) 環境パフォーマンスデータの取り纏め 

平成 17 年 4 月 1 日から施行された環境配慮促進法において原子力機構は、

「特定事業者(特別の法律によって設立された法人のうち、国の事務または事

業との関連性の程度、組織の様態、環境負荷の程度、事業活動の規模等の事

情を勘案して政令で定める法人)」として指定されている。このため環境配慮

促進法の趣旨に沿った環境への負荷の低減活動とその結果を環境報告書とし

て事業年度終了後 6ヶ月以内に公表する義務を負っている。 

 

サイクル工学研究所においては、保安管理部・施設安全課が平成 18 年度 

(平成 18年 4月 1日から平成19年 3月 31日)のデータを取りまとめて安全統

括部・環境配慮促進課に提出した。 

 

取りまとめの対象となった環境パフォーマンスデータは、国の委員会で取

りまとめられた「ガイドライン」に取り上げられた項目のうち、サイクル工

学研究所に関係するデータを中心に取りまとめの作業が行われた。 

 

平成 17 年 10 月のサイクル機構と原研との組織統合後から開始された環境

報告書取り纏め作業も、原子力機構発足当初は報告書に掲載すべきデータの

種類・詳細度及び報告書全体の構成に関して本部・拠点間及び拠点内に多く

の錯綜した議論があり、報告書の最終版に至るまでには非常に困難な状況が

続いた。 

平成 19年度上期に実施した平成 18年度の環境報告書(「環境報告書 2007」)

の取り纏めに関しては、環境報告書の枠組みが明確になると同時に各拠点の

環境報告書に対する認識にもある程度共通の認識が浸透したこともあり、こ

れまでの環境報告書取り纏め作業に比べて大きな混乱もなく円滑に作業を進

めることができた。 

今後は、これらの定常化された作業をより効率的に進めるためにデータ収

集等の計算機によるシステム化が望まれる。 

 

一方、サイクル工学研究所では環境配慮促進法の施行前から EMS を導入し

ており、環境配慮促進法に基づく理事長の環境方針にサイクル研独自の項目

を掲げた所長の環境方針を定めて環境負荷の低減活動に取り組んできた。EMS

活動で得られたデータは環境報告書の環境パフォーマンスデータとしても活

用された。 

JAEA-Review 2008-046

－47－



  

安全統括部で取りまとめられた環境報告書は、本部の環境委員会・理事会

等で審議・検討された後、平成 19 年 9 月 14 日付けで原子力機構のインター

ネットに公開(注１)されるとともに、関係自治体等へも印刷物として配布され

た。 

 

 

(注１) http://www.jaea.go.jp/02/kankyo/2006/all.pdf 
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５．各種委員会活動 

 

5.1 安全衛生委員会 

 

 (1) 安全衛生委員会 

安全衛生委員会は、核燃料サイクル工学研究所安全衛生管理規則に基づき

開催しており、毎月第 3木曜日を定例としている。 

19 年度上半期の安全衛生委員会の活動内容を表 5-1-1 に示す。 

 

表 5-1-1 安全衛生委員会の活動内容 

（1/4） 

開催日 議      題 審議結果等 

4 月 19 日 

定例 

<確認事項> 

1．平成 19 年度 4月 1日付け安全衛生委員会委員名簿確

認  

2．前回委員会議事概要(案)の確認 

 

 

了承 

<審議事項> 

1． 平成 19 年度原子力エネルギー安全月間の取り組み
について 

2． ｢Ⅱ作業の安全衛生チェック基準｣の改定について 

 

一部修正のうえ承認

 

一部修正のうえ承認

<報告事項> 

1. 労働安全衛生マネジメントシステム基本規則の改定

について 

2. 平成 18年度春季全国火災予防運動の活動報告につい

て 

3. 平成 18年度定期健康診断結果の報告について 

4. 電気保安委員会報告（3月期） 

5. 核燃料サイクル工学研究所安全専門委員会報告（3月

期） 

6. 安全主任者会議報告(4 月期) 

7. 衛生管理者会議報告(4 月期) 

8. 交通事故報告（総務課）  
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（2/4） 

開催日 議      題 審議結果等 

5月 24 日 

定例 

<確認事項> 

1． 前回委員会議事概要(案)の確認 
 

了承 

<審議事項> 

1. 安全管理棟非管理区域での下限数量以下の非密封線源

の使用に伴う放射線障害予防規程の変更について 

2. ｢Ⅱ作業の安全衛生チェック基準｣の変更について 

3. 平成 19年度全国安全週間（準備期間）について 

 

一部修正のうえ承認

 

 

一部修正のうえ承認

一部修正のうえ承認

<報告事項> 

1.｢平成 18年度核燃料サイクル工学研究所安全衛生管理に

関する実施計画｣に基づく最終報告 

2.研究所における個人被ばく管理状況 

3.核燃料サイクル工学研究所安全専門委員会報告(4月期) 

4.安全主任者会議報告（5月期） 

5.衛生管理者会議報告（5月期） 

6.交通事故報告(総務課) 

7.工務技術室運転員の負傷について 

  

6 月 21 日 

定例 

<確認事項> 

1． 前回委員会議事概要(案)の確認 
 

了承 

<報告事項> 

1．平成 19年度原子力エネルギー安全月間の実施結果報告

について 

2．化学物質管理規則に基づく平成 18 年度化学物質の排出

量等について 

3．電気保安委員会報告（5月期） 

4．核燃料サイクル工学研究所安全専門委員会報告（5月期）

5．安全主任者会議報告（6月期） 

6．衛生管理者会議報告（6月期） 

7．交通事故報告（総務課） 

 

＜その他＞ 

1. ｢OHSMS/EMS 自己宣言移行に関する検討・準備について
（案）｣（中間報告） 

2. 安全衛生委員会及び安全衛生強化推進協議会による合
同パトロールについて 
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（3/4） 

開催日 議      題 審議結果等 

7 月 19 日 

定例 

<確認事項> 

1．平成 19 年度 7月 1日付け安全衛生委員会委員名簿確

認  

2．前回委員会議事概要(案)の確認 

 

 

 

了承 

<審議事項> 

1． ｢OHSMS/EMS 自己宣言移行に関する検討・準備につ
いて（案）｣ 

2． 核燃料サイクル工学研究所 心の健康づくり計画
(案) 

 

一部修正のうえ承認

 

一部修正のうえ承認

 

<報告事項> 

1．電気保安委員会報告（6月期） 

2．核燃料サイクル工学研究所安全専門委員会報告（6

月期） 

3．安全主任者会議報告（7月期） 

4．衛生管理者会議報告（7月期） 

5．交通事故報告(総務課) 

6. 管理区域内の作業員の負傷について 

 

＜その他＞ 

1．安全衛生委員会及び安全衛生強化推進協議会によ

る合同パトロール結果について 
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（4/4） 

開催日 議      題 審議結果等 

8 月 23 日 

定例 

<確認事項> 

1．前回委員会議事概要(案)の確認 

 

了承 

<審議事項> 

1．平成 19 年度労働衛生週間（準備期間）の取り組み

について 

 

一部修正のうえ承認

<報告事項> 

1．平成 19 年度全国安全週間（準備期間）について 

2．研究所における個人被ばく管理状況 

3. 電気保安委員会報告（7月期） 

4. 核燃料サイクル工学研究所安全専門委員会報告（7

月期） 

5．安全主任者会議報告（8月期） 

6．衛生管理者会議報告（8月期） 

7．交通事故報告（総務課） 

 

9 月 20 日 

定例 

<確認事項> 

1．前回委員会議事概要(案)の確認 

 

了承 

<審議事項> 

1. 平成 19 年度高圧ガス保安活動促進週間行事につ
いて 

 

原案のとおり承認 

<報告事項> 

1．高放射性廃液貯蔵場における作業員の負傷につい

て 

2．過酸化水素による薬傷について 

3．安全主任者会議報告（9月期） 

4．衛生管理者会議報告（9月期） 

5．交通事故報告（総務課） 

 

委員長(議長)：上級技術主席 

委 員：研究所が指名する者 11 名、研究所労働組合が推薦する者 11 名 

事務局：安全対策課 
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(2) ダイオキシン類対策部会 

ダイオキシン類対策部会は、二法人統合に併せ、所の安全衛生委員会の下部

部会として設置された。本部会は、「廃棄物焼却施設内作業におけるダイオキ

シン類ばく露防止対策について」（平成 13 年 4 月 25 日基発第 401 号厚生労働

基準局長）に基づき、廃棄物焼却施設における作業員のダイオキシン類へのば

く露防止を図ることを目的としている。 

平成 19年度上半期におけるダイオキシン類対策部会の活動内容を、表 5-1-2

に示す。 

 

表 5-1-2 ダイオキシン類対策部会の活動内容 

 

開 催 日 議      題 審議結果等 

9 月 20 日 

〈審議事項〉 

作業環境中のダイオキシン類の測定結果 
・ 一般雑芥廃棄物処理施設 
・ 廃棄物焼却施設 

了承 

 

部会長 ：副所長 

委 員 ：産業医、衛生工学衛生管理者・専任衛生管理者、保安管理部衛生管

理者、放射線管理部衛生管理者、管理部衛生管理者、工務技術室衛

生管理者、環境技術管理部衛生管理者、サイクル工学試験部衛生管

理者、再処理技術開発センター衛生管理者、プルトニウム燃料技術

開発センター衛生管理者、環境技術管理部長、再処理技術開発セン

ター環境保全部長、プルトニウム燃料技術開発センター環境プラン

ト技術部長 

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ：各代表者（常陽産業㈱、原子力技術㈱） 

事 務 局 ：安全対策課 
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5.2 安全専門委員会 

 

核燃料サイクル工学研究所安全専門委員会は，主に原子炉等規制法に基づく許

認可案件について安全性の観点から審議検討を行う委員会である。 

19 年度上半期における活動内容を表 5-2-1 に示す。 

なお，安全審査に係る透明性の確保及び外部専門家による知見の反映を目的に，

各センターを含む所内の安全専門委員会に機構外の委員を任命することとし，

平成 13 年 1 月の定例委員会から外部委員を加え開催している。 

 

表 5-2-1 核燃料サイクル工学研究所安全専門委員会の活動内容 

開催日 議      題 審議結果 

 

4 月 25 日（水） 

(4 月定例) 

 

1. 応用試験棟核燃料物質使用変更許可申請 

2. 放射性物質等事業所内運搬要領の変更について 

3. 再処理施設保安規定の変更 

 

審議終了 

審議終了 

審議終了 

 

 

6 月 27 日（水） 

（6月定例） 

 

1. 核燃料物質使用施設放射線管理基準の改正 

2. 核燃料物質使用変更許可申請（Pu-1） 

 

審議終了 

審議終了 

 

 

9 月 26 日（水） 

（9月定例） 

 

1. 放射性物質等事業所内運搬要領の変更について 

 

審議終了 

 

委員長：核燃料取扱主任者 

委 員：RI主任者、電気主任者、放射線管理部長、サイクル・環境核取主務者、プ
ルセンター核取主務者、運搬検討専門部会長、研究所研究主席、サイクル工

学試験部試験運転第 2課長、サイクル工学試験部技術課員、環境技術管理部
管理課長、環境技術管理部処分技術課課長代理、再処理センター施設管理部

技術主幹、再処理センター施設管理部分析第２課長、プルセンター環境プラ

ント技術部環境管理課長、プルセンター技術部核物質管理課技術副主幹 
外部委員：５名 

事務局 ：施設安全課 
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5.3 品質保証委員会  

 

（１）品質保証委員会 

品質保証委員会は、品質保証計画、労働安全衛生マネジメントシステム

（OHSMS）及び環境マネジメントシステム（EMS）に基づく活動の推進、重要事

項に関し、所長の諮問に応じ審議検討を行うことを目的として設置された委員

会である。19年度上半期における品質保証委員会の活動内容を表5-3-1に示す。 

 

表 5-3-1 品質保証委員会の活動内容 

開催日 議       題 結果 

 

6 月 18 日 

（H19-1 回） 

＜報告事項＞ 

1．平成19年度 研究所OHSMS/EMS目標リストの改定

（案）について 

2．サイクル研究所OHSMS/EMSの国際規格への適合性公

表方法の変更(案)について(中間報告) 

3. その他 

(1)平成19年度品質保証委員会体制について 

(2)CSR(企業の社会的責任)に係る研修会の開催につい

て（案） 

 

 

7 月 11 日 

（H19-2 回） 

＜審議事項＞ 

1. OHSMS/EMS 自己適合宣言移行（案）について 

 

継続審議 

 

 

7 月 17 日 

（H19-3 回） 

＜審議事項＞ 

1. OHSMS/EMS 自己適合宣言移行（案）について 

 

審議終了 

 

 

8 月 31 日 

（H19-4 回） 

＜報告事項＞ 

1. 平成 19 年度 使用施設内部監査実施計画書につい

て 

2. 平成 19 年度 OHSMS/EMS 内部監査実施計画書につ

いて 

 

委員長：副所長（サイクル工学試験部長） 

委 員：副所長、管理部長、保安管理部長、計画管理室長、工務技術室長、放射

線管理部長、環境技術管理部長、副所長（再処理技術開発センター長）、

副所長（プルトニウム燃料技術開発センター長）、所専任安全衛生管理

者 

事務局：施設安全課 
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（２）品質保証分科会  

品質保証分科会は、OHSMS/EMS 及び品質保証活動の推進を目的として品
質保証委員長及び管理責任者の諮問に応じ、調査･検討､審議を行うことを目的

する。平成 19 年度上半期における品質保証分科会の活動内容を表 5-3-2 に示

す。 

 

表 5-3-2 品質保証分科会の活動内容 

 

開催日 議       題 審議結果 

 

5 月 11 日 

（第１回） 

＜審議事項＞ 

1. 使用施設の品質保証計画書の改定（案）につい
て  

2. 水平展開要領改定について 
 

＜その他＞ 

1. OHSMS/EMS 目標リスト、実施計画[所版]につい

て 

2. 難燃性ビニルバック（塩ビ系）の材質改善策検
討結果報告 

3. ISO 規格に基づく自律的活動によるマネジメン

トシステムへの移行について 

 

審議終了 

 

審議終了 

 

 

 

 

6 月 1 日 

（第２回） 

＜審議事項＞ 

1. OHSMS/EMS 自己宣言移行に関する検討・準備

（案）について 

＜その他＞ 

1. 上水（飲料水）使用量の調査及び低減化の検討

について 

2. 18 年度品質目標「所内で JEAC4111 規格解説や

内部監査員の養成ができる講師の育成方法の

検討」についての検討結果 

 

 

継続審議 
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開催日 議       題 審議結果 

 

7 月 6 日 

（第３回） 

＜報告事項＞ 

1. ＯＨＳＭＳ/ＥＭＳ自己適合宣言移行(案)につ
いて（継続審議） 

2. 平成 19 年度 OHSMS/EMS 内部監査実施計画書
(案)について 

 

 

 

審議終了 

 

 

8 月 30 日 

（第４回） 

＜審議事項＞ 

1. 平成 19 年度 使用施設内部監査実施計画書
(案)について 

2. 平成 19 年度 OHSMS/EMS 内部監査実施計画書
(案)について 

 

 

 

審議終了 

 

 

 

分科会長：保安管理部長 

委 員：各部･センターの推薦に基づく代表管理者 

安全主任者の代表者、衛生管理者の代表者 

事務局：施設安全課 
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5.4 安全主任者会議 

 

平成 19 年度上半期の安全主任者会議の活動内容を表 5-4-1 に示す。 

 

表 5-4-1 安全主任者会議の活動内容 

（1/3） 

開催日 議      題 審議結果等

4月 2日 

（定例） 

・前回議事録の確認 

＜審議＞ 

1．  共通安全作業基準「Ⅱ．作業の安全衛生チェック基準」
の改定について 

2． 共通安全作業要領｢A-8 安全に関する有資格者等の選
任・解任手続き要領｣の制定について 

3． 共通安全作業要領｢A-0 共通安全作業基準・要領の管理
要領｣の改定について 

4． 共通安全作業要領｢E-2 新設施設及び新設・改造設備等
の安全点検要領｣の改定について 

＜報告＞ 

1. H19-3月期安全主任者会議及び衛生管理者会議合同職場
巡視結果 

＜その他＞ 

1. 各安全主任者からの保安管理状況の報告（ﾄﾋﾟｯｸｽ）等 
2. J 棟における蛍光灯内部のコゲ痕の発見について 
3. 作業員の負傷について 
4. J-PARC 建設現場における転落事故について 
5. 安全ニュース「火気使用ルールの再確認と通報連絡の徹
底を」 

6. 安全主任者会議名簿紹介 

 

 

一部修正の

うえ承認 

一部修正の

うえ承認 

原案のとお

り承認 

原案のとお

り承認 

4 月 23 日

（臨時） 

＜検討＞ 

1．共通安全作業基準「Ⅱ．作業の安全衛生チェック基準」

の改定について 

 

JAEA-Review 2008-046

－58－



5 月 7 日 

（定例） 

・議事録の確認（4月期・4月期臨時） 

＜審議＞ 

1. 負傷報告「工務技術室運転員の負傷」について 

2. 共通安全作業基準｢Ⅱ.作業の安全衛生チェック基準｣の

改定 

3. 平成 19 年度全国安全週間（準備期間）について 

＜報告＞ 

1. H19-4 月期安全主任者会議及び衛生管理者会議合同職場

巡視結果 

＜その他＞ 

1. 各安全主任者からの保安管理状況の報告（ﾄﾋﾟｯｸｽ）等 

2. 安全衛生シート｢要注意、熟練者の落とし穴｣について 
3. ｢安全衛生標語大募集｣について 
｢労働安全衛生法に基づく免許試験｣について 

 

 

 

一部修正の

うえ承認 

一部修正の

うえ承認 
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（2/3） 

開催日 議      題 審議結果等

6月 4日 

（定例） 

・前回議事録の確認 

＜審議＞ 

1．共通安全作業基準「C-5 フォークリフト等運転管理要領」

の改定 

＜報告＞ 

1. 平成 19 年度全国安全週間（準備期間）の行事について
2. H19－5月安全主任者会議及び衛生管理者会議合同巡視
結果 

＜その他＞ 

1. 各安全主任者からの保安管理状況の報告（ﾄﾋﾟｯｸｽ）等
2. 平成 19 年度水戸地区産業安全衛生大会 
3. 平成 19 年度全国産業安全衛生大会 
4. 平成 19 年度（上半期）各種講習会のご案内 
5. 雑誌記事｢安全に混乱きたす偽装請負｣ 
6. JNFL 再処理工場分析建屋内における発煙 
7. JNFL 第 1ガラス固化貯蔵建屋東棟における作業員の負
傷 

 

 

一部修正の

うえ承認 

 

 

 

 

 

7 月 3 日 

（定例） 

･前回議事録の確認 

＜審議＞ 

1. 負傷報告｢管理区域内作業員の負傷｣ 
＜報告＞ 

1. 負傷報告再発防止対策実施報告書｢工務技術室運転員
の負傷｣ 

2. H19-6 月期安全主任者会議及び衛生管理者会議合同巡
視結果 

＜その他＞ 

1. 各安全主任者からの保安管理状況の報告（ﾄﾋﾟｯｸｽ）等
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（3/3） 

開催日 議      題 審議結果等

8月 6日 

（定例） 

・前回議事録の確認 

＜報告＞ 

1. 平成 19 年度全国安全週間の実施結果報告 
2. 負傷報告再発防止対策実施報告書｢管理区域作業員の負
傷｣ 

3. H19-7月期安全主任者会議及び衛生管理者会議合同巡視
結果 

＜その他＞ 

1. 各安全主任者からの保安管理状況の報告（ﾄﾋﾟｯｸｽ）等 

2. 原子力科学研究所の解体分別保管棟での火傷による負

傷者の発生 

3．可燃性ガス（アセチレン等）酸素の取扱上の注意 

4．雑誌記事 柏崎刈羽原発発「地震で作業員 9名負傷」等

 

 

9 月 4 日 

（定例） 

・前回議事録の確認 

＜審議＞ 

1. 共通安全作業要領｢D-1 一般公害施設の管理要領｣の改定

＜報告＞ 

1. H19-8 月期安全主任者会議及び衛生管理者会議合同巡視

結果 

＜その他＞ 

1. 各安全主任者からの保安管理状況の報告（ﾄﾋﾟｯｸｽ）等 
2. 大洗安全だより｢AGF ﾎｯﾄ工作室における水道水の漏え
い｣ 

 

 

一部修正の

うえ承認 

 

9 月 13 日 

（臨時） 

＜審議＞ 

1. 負傷報告｢高放射性廃液貯蔵場における作業員の指先負

傷｣ 

2. 負傷報告｢過酸化水素による薬傷｣ 

＜その他＞ 

1. 共通安全作業要領「D-1 一般公害施設の管理要領」の修

正後の確認 

 

 

議 長：専任安全衛生管理者 

委 員：各部・センター安全主任者 8名 

事務局：安全対策課 
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5.5 衛生管理者会議 

 

 今期の衛生管理者会議の活動内容を表 5-5-1 に示す。 

 

表 5-5-1 衛生管理者会議の活動内容 

（1/3）  

開催日 議      題 審議結果等

4月 5日 

（定例） 

・前回議事録確認 

<審議＞ 

・安全に関する有資格者等の選任・解任手続き要領の制定につ

いて 

・E-2 新設施設及び新設・改造設備等の安全点検要領の改定 

・D-11 特定化学物質等の管理要領の改定 

・A-0 共通安全作業基準・要領の管理要領の改定 

＜報告＞ 

・平成 18年度健康診断結果について 

・各部・センター巡視点検及び作業環境測定等実施状況 

・3月期安全主任者会議及び衛生管理者会議合同巡視結果(再処

理センター) 

＜その他＞ 

・保護具着用管理責任者について 

・安全衛生シートの紹介 

承認 

 

承認 

 

承認 

承認 

承認 

5 月 10 日 

（定例） 

・前回議事録確認 

＜報告＞ 

・各部・センター巡視点検及び作業環境測定等実施状況 

・４月期安全主任者会議及び衛生管理者会議合同巡視結果(工務

技術室) 

＜その他＞ 

・保護具着用管理責任者について 

・分離精製工場管理区域内における作業員の腰痛について 

・プルトニウム燃料第 1開発室における救急車の要請について

・安全衛生シートの紹介 

・「職場における心の健康づくり」に係るＷＧの設置について 

承認 
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（2/3）  

開催日 議      題 審議結果等

6月 7日 

（定例） 

・前回議事録確認 

<報告＞ 

・各部・センター巡視点検及び作業環境測定等実施状況 

・5月期安全主任者会議及び衛生管理者会議合同巡視結果（サイ

クル工学試験部） 

＜その他＞ 

・安全衛生シートの紹介 

承認 

7 月 5 日 

（定例） 

・前回議事録確認 

＜報告＞ 

・各部・センター巡視点検及び作業環境測定等実施状況 

・６月期安全主任者会議及び衛生管理者会議合同巡視結果 

（管理部） 

＜その他＞ 

・安全衛生シートの紹介 

承認 

8 月 2 日 

（定例） 

・前回議事録確認 

＜審議＞ 

・平成 19年度全国労働衛生週間(準備期間)について 

＜報告＞ 

・各部・センター巡視点検及び作業環境測定等実施状況 

・７月期安全主任者会議及び衛生管理者会議合同巡視結果 

（環境技術管理部） 

・衛生管理者会議衛生巡視結果 

＜その他＞ 

・衛生管理者の実務、安全衛生関係講習会の予定表の紹介 

・安全衛生シートの紹介 

・平成 19年度全国産業安全衛生大会の紹介 

承認 

 

承認 
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 (3/3)  

開催日 議      題 審議結果等

9月 6日 

（定例） 

・ 前回議事録確認 

<報告＞ 

・各部・センター巡視点検及び作業環境測定等実施状況 

・8月期安全主任者会議及び衛生管理者会議合同巡視結果 

(再処理センター) 

＜その他＞ 

・安全衛生シートの紹介 

・衛生冊子の紹介 

・茨城県産業安全衛生大会について 

・防じんマスク、防毒マスクの管理について 

承認 

議  長：専任衛生管理者 

委  員：産業医、衛生管理者７名 

事 務 局：安全対策課 
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5.6 防火対策委員会 

 
   防火対策委員会は、研究所における防火管理の適正な運営を図るために設

置された委員会である。 

      平成 19 年度上期は防火対策委員会の開催はなかった。 
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6. 規程類の整備 

 

 保安管理部施設安全課が申請業務を所掌する核燃料物質使用施設保安規定等

について、平成 19 年度上半期は以下の手続きを行った。 

 

6.1 使用施設保安規定 

 

平成 19 年度上半期における使用施設保安規定に係る変更申請は２件あり、そ

の実績を表 6-1-1 に示す。 

 

表 6-1-1 使用施設保安規定 

規程類名称 整  備  内  容 申請・制改定日等 

核燃料物質

使用施設保

安規定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．核燃料物質使用変更許可（平成 19 年 1

月 18 日及び平成 19 年 4 月 2 日付け）に

伴う変更を行う。 

(1) Ｂ棟における再処理技術、低放射性

廃液の処理・処分技術に関する開発試験

の取り止めに伴い、臨界管理に係る取扱

制限量、核燃料物質の使用上の取扱制限

量及び最大貯蔵能力等を変更する。 

(2) プルトニウム燃料第一開発室におけ

る可搬型中性子測定装置の設置に伴い、

臨界管理ユニットＧ115 のグローボック

スに可搬型中性子測定装置を追加する。

２．その他、所要の見直しを行う。 

申請 

平成 19 年 5 月 15 日 

19 原機(サ保)019 

 

認可 

平成 19 年 5 月 29 日 

19 機文科科第 6号 

 

施行 

平成 19 年 7 月 1 日 

 

 

 

 

 

核燃料物質

使用施設保

安規定 

 

 

 

 

 

 

１．高レベル放射性物質研究施設におけるβ

γ系固体廃棄物の処理、保管及び運搬に

係る記載の適正化を行う。 

２．その他、所要の見直しを行う。 

 

 

 

 

 

申請 

平成 19 年 7 月 13 日 

19 原機(サ保)030 

認可 

平成 19 年 8 月 14 日 

19 機文科科第 18 号 

施行 

平成 19 年 9 月 1 日 
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6.2 放射線障害予防規程 

 

19 年度上半期該当案件なし 
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6.3 研究所規則類 

 

研究所規則については、上期に以下の規則類の変更を実施した。変更内容等

を表 6-3-1 に示す。 

   

表 6-3-1 放射線保安規則の整備状況 

規程類名称 整  備  内  容 申請・制改定日等 

放射線保安

規則 

１．応用試験棟における高速炉燃料サイクル

技術の基礎に関する研修生の実習に係る

業務の追加に伴い、関連する条文を変更す

る。 

２．その他、所要の見直しを行う。 

平成 19 年 6 月 1 日施

行 

 

原子力事業

者防災業務

計画 

定例の所要の見直し 同意 
平成 19 年９月 18 日

（県、村） 

10 月 1 日施行 
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6.4 共通安全作業基準・要領 

 
共通安全作業基準・要領については、要領を１件制定、基準を 1件及び要領

を 5件改定した。表 6-4-1 に制・改定概要を示す。 

 

表 6-4-1 共通安全作業基準・要領 
 

規程類名称 整  備  内  容 制改定日 

共通安全作業要領 

A-0「共通安全作業基準・要

領の管理要領」 

・労働安全衛生法の改正に伴う共通安

全作業要領「D-11 項」の名称の変更及

び共通安全作業要領「A-8 項」の制定

に伴い、改定を行った。 

4 月 9 日保

安管理部長

承認（5月 1

日施行） 

共通安全作業要領 

D-11「特定化学物質等の管理

要領」 

・労働安全衛生法の改正に伴い、改定

を行った。 

4 月 9 日保

安管理部長

承認（5月 1

日施行） 

共通安全作業要領 

E-2「新設施設及び新設・改

造設備等の安全点検要領」 

・新設の施設について、安全点検実施

者をライン職位の名称に改め、新設及

び既設の安全点検実施者を明確にする

改定を行った。 

4 月 9 日保

安管理部長

承認（5月 1

日施行） 
共通安全作業要領 

A-8「安全に関する有資格者

等の選任・解任手続き要領」 

・研究所における安全に関する有資格

者等の選任・解任手続きをルール化す

るために制定した。 

4 月 9 日保

安管理部長

承認（5月 1

日施行） 
共通安全作業基準 

Ⅱ「作業の安全衛生チェック

基準」 

①作業計画書の作成等における作業主

任者等との事前協議及び安全衛生チ

ェックリストの確認者を明確にした。

②作業計画書の安全衛生チェック及び

決済手続きの流れ（図―１）等を見直

した。また、本文と図―１との整合を

図った。 

5月 25日所

長承認（6

月 1 日施

行） 

共通安全作業要領 

「C-5 フォークリフト等の

運転管理要領」 

・道路交通法が改正され、中型自動車・

中型免許が新設される（平成 19 年 6 月

2 日施行）ことに伴い、改定を行った。

6 月 5 日保

安管理部長

承認（6月 5

日施行） 
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共通安全作業要領 

「B-8 活線又は活線近接作

業管理要領」 

・テスター使用時のテストリード先端

金属部による感電、地絡防止に係る規

程の改定を行った。 

9月 13日所

長承認（9

月 13 日施

行） 
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7. 許認可申請 

 

保安管理部が所掌する各種法令等に基づき、施設・設備の新設、増設、

改造等の変更に伴う許認可に関し、核燃料サイクル工学研究所の窓口とし

て監督官庁とのヒヤリング、所内事務手続き及び申請、届出の対応を行っ

た。 

平成19年度上半期における各種法令等に基づく許認可実績を以下に示す。 

 

7.1 原子炉等規制法 

 

平成 19 年度上半期における原子炉等規制法に係る許認可は３件であり、その

実績を表 7-1-1 に示す。 

 

表 7-1-1 原子炉等規制法に係る許認可実績 

(1) 核燃料物質使用変更許可申請 

使用施設 許認可申請項目 記事 

プルトニウム燃

料第一開発室 

 

使用の目的(3)に対応する使用の方

法として、製品から発生する中性子の

測定を行うことを追加するとともに、

使用の方法の表現を一部見直す。 

また、上記の変更に伴い、中性子の

測定を行うための可搬型中性子測定

装置を使用施設の設備として追加す

る。 

申請 

平成 19 年 3 月 13 日 

19 原機（サ保）076 

 

許可 

平成 19 年 4 月 2 日 

18諸文科科第4627号

 

ウラン廃棄物処

理施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウラン廃棄物処理施設のうち中央

廃水処理場の削除に伴い、核燃料サイ

クル工学研究所（共通編）、ウラン廃

棄物処理施設、プルトニウム燃料第一

開発室、プルトニウム燃料第二開発

室、プルトニウム燃料第三開発室、プ

ルトニウム廃棄物処理開発施設、燃料

製造機器試験室、Ａ棟、Ｂ棟、応用試

験棟、洗濯場、安全管理棟において、

中央廃水処理場に係る記載を削除す

るとともに、排水の放出先を新川に変

更し、排水口の位置を明確にする。 

申請 

平成 19 年 6 月 15 日 

19 原機（サ保）026 

 

許可 

平成 19 年 8 月 16 日

19諸文科科第1244号
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使用施設 許認可申請項目 記事 

 

 

 

 

 

プルトニウム燃

料第一開発室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

応用試験棟 

 

 

 

 

１．使用の目的(1)の熱中性子炉及び

高速中性子炉用のプルトニウムを含

む核燃料の製造技術の開発に伴う照

射試験用及び炉外評価試験用試料の

製造の一環として実施してきた使用

の方法(1)の「④PuO2－UO2 ペレット

の製造」について、設備の老朽化のた

め、使用施設の設備を削除する。また、

これらに係る臨界管理ユニットを削

除する。 

２．使用の目的(2)の炉外評価試験、

物性測定及び分析並びにそれらの方

法の開発の一環として実施してきた

使用の方法(2)の「②物性測定試験」

について、設備の老朽化のため、使用

施設の設備を削除する。また、これら

に係る臨界管理ユニットを削除する。

３．その他、所要の見直しを行う。

 

使用の方法のうち、「②パルスコラ

ムによる溶媒抽出技術の開発のため

に硝酸ウラニル溶液の調製、パルスコ

ラムによる溶媒抽出試験及び付帯す

る検査・分析を行う。」を削除するこ

とに伴い、使用施設の設備のうち、パ

ルスコラム抽出試験装置 1 式を削除

する。 
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使用施設 許認可申請項目 記事 

核燃料サイクル

工学研究所（共通

編） 

 

 

 

 

 

プルトニウム燃

料第一開発室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プルトニウム燃

料第二開発室 

 

 

 

プルトニウム燃料第二開発室にお

ける使用の目的の変更に伴う年間予

定使用量の削減及び同施設における

周辺環境への影響評価の再評価に伴

い、研究所全体の環境評価の変更を行

う。 

 

 

１．使用の目的(2)の炉外評価試験、

物性測定及び分析並びにそれらの方

法の開発の一環として使用の方法(2)

の①炉外評価試験の(ｲ)焼結特性試験

を部屋番号 R-134 に新設するグロー

ブボックスで行うことに伴い、使用施

設の設備に熱膨張計測器、熱天秤及び

これらを収納するグローブボックス

並びに臨界管理ユニットを追記する。

 

２．使用の目的(3)に対応する使用

の方法として、製品（燃料棒）から発

生する中性子の測定に係る開発の終

了に伴い、「⑧ 中性子測定検査」の記

載を削除するとともに、中性子の測定

を行うための可搬型中性子測定装置

を使用施設の設備から削除する。 

３．その他、所要の見直しを行う。

 

 

１．目的番号(1)の目的を達成した

ため、使用の方法を削除し、年間予定

使用量を変更する。 

 

２．目的番号(1)の過程で残った残

存核燃料物質を安定な保管状態とす

るため、ペレット化処理を行う。 こ

申請 

平成 19 年 9 月 28 日 

19 原機（サ保）041 
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使用施設 許認可申請項目 記事 

 れに伴い、使用の方法、使用施設等に

おける記載を変更する。 

 

３．残存核燃料物質をグローブボッ

クス作業で回収するため、障害対策書

における平常作業状態での放射線業

務従事者の被ばく、周辺環境への影響

評価及び臨界管理、安全対策書におけ

る臨界事故及び爆発事故における再

評価を行う。 

 

４．その他、所要の見直しを行う。

 

 

 

 

 

(2) 核燃料物質の使用に係る変更届 

平成 19 年度上半期該当案件なし 
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7.2 放射線障害防止法 

 

平成 19 年度上半期における放射線障害防止法に係る許認可は６件であり、そ

の実績を表 7-2-1 に示す。 

 

表 7-2-1 放射線障害防止法に係る許認可実績 

使用施設 許認可申請項目 記事 

高レベル放射

性物質研究施設 

１．施設検査申請 

非密封放射性同位元素の作業室の追加

及び使用核種を追加する。 

施設検査申請 

平成 19 年４月 17 日

19 原機（サ保）013

合格証 

平成 19 年５月 25 日

核燃料サイク

ル工学研究所 

２．放射線管理状況報告書 

平成 18 年度放射線管理状況を報告す

る。 

報告 

平成 19 年６月 13 日

19 原機（サ保）025

３．放射線取扱主任者選任・解任届 

放射線取扱主任者の選任・解任について

届出する。 

選任・解任届 

平成 19 年７月４日 

19 原機（サ保）028

安全管理棟 

４．変更許可申請 

下限数量以下の非密封放射性同位元素

の非管理区域での使用及び保管廃棄設備

にダンパを設置する。 

変更申請 

平成 19 年８月９日 

19 原機（サ保）035

許可 

平成 19 年９月７日 

核燃料サイク

ル工学研究所 

５．表示付認証機器使用届 

表示付認証機器の使用を届出する。 

使用届 

平成 19 年９月５日 

19 原機（サ保）038

プルトニウム

燃料第一開発室 

６．軽微変更届 

プルトニウム燃料第一開発室における

密封放射性同位元素の使用等を廃止する。

軽微変更届 

平成 19 年９月 11 日

19 原機（サ保）040
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7.3 労働安全衛生法 

 

本半期における労働安全衛生法に係る許認可は 7 件であり、その実績を表

7-3-1 に示す。 

 

表 7-3-1 労働安全衛生法に係る許認可実績 

 

件  名 内   容 該当施設 届出等日付

第一種圧力容器

休止報告書 

(検査証№4218) 

液体過熱器について、平成

12 年 6 月 1 日から休止してい

たが、今後も使用予定がない

ため、休止期間を延長する。

(平成 19 年 6 月 1 日～平成 20

年 5 月 31 日) 

ガラス固化処

理技術施設 

5 月 10 日 

クレーン廃止届

(検査証№5422) 

実規模開発試験室に設置し

てある試験設備の解体まで使

用しないため、検査証を返還

した。 

実規模試験施

設 
6 月 8 日 

機械等設置届 第 2 応用試験棟１階（非管

理区域）において、抽出クロ

マト試作機を設置する。 

第 2 応用試験

棟 6 月 8 日 

機械等設置届 基礎科学試験を実施するた

め、グローブボックス

（GA-8A,8D）を設置する。 

高レベル放射

性物質研究施

設 

6 月 15 日 

機械等変更届及

び設置届 

既に届出を実施してある局

所排気装置２件（届出日：平

成 10 年 11 月 12 日、平成 18

年 12 月 26 日）について、新

たに硝酸を取扱うこと及びガ

ラス溶融過程を観察するため

のガラス溶融試験設備を設置

する。 

工学試験棟 

8 月 10 日 

第一種圧力容器 

休止報告書 

(検査証№3144) 

平成 9 年 9 月 1 日から休止

していたが、今後も使用予定

がないため、休止期間を延長

する。(平成 19 年 9 月 1 日～

平成 21 年 3 月 31 日) 

ｱｽﾌｧﾙﾄ固化処

理施設 

8 月 27 日 
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機械等設置届 特定粉じん（ガラス）発生

源を有するガラス破砕装置

(小型振動ミル)を設置する。 

工学試験棟 

8 月 30 日 
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7.4 消防法 

 

平成 19 年度上半期における消防法に係る許認可は、危険物関係 3件及び消防

設備関係 3件であり、その実績を表 7-4-1(1)、(2)に示す。 

 

表 7-4-1(1) 消防法に係る許認可実績 

 

件  名 内   容 該当施設 届出等 

危険物保安監督

者選任・解任届

出 

人事異動により工務技

術室が所掌する危険物施

設（11施設）及び安全管理
棟危険物施設における危

険物保安監督者について、

平成 19年 4月 1日付けで
変更した。 

工務技術室 
安全管理棟 
 平成 19 年

4 月 11 日 

危険物貯蔵所の

軽微な変更届出 
非常用発電機設備内地

下タンク貯蔵所(2号ﾀﾝｸ)の
液面指示計発信部ポテン

ションメーターを更新す

る。 

再処理ユーティリ

ティ施設 
平成 19 年

6 月 29 日 

危険物取扱所変

更許可及び仮使

用承認申請 

工学試験室において、溶

媒抽出試験終了に伴い、ﾊﾟ

ﾙｽｶﾗﾑ抽出試験装置の解体

撤去を行う。 

応用試験棟 

平成 19年
8月 29日

 

                         

表 7-4-1(2) 消防設備関係に係る許認可等申請実績 

 

件   名 内   容 該当施設 届出等 

消防設備等点検結

果報告 

平成 18 年度下期の

消防用設備等の点検

結果の報告 

核燃料サイクル

工学研究所 

6 月 14 日 

消防用設備等設置

届出 

地層処分基盤研究

施設に火災感知器増

設に伴う届出 

地層処分基盤研

究施設 

8 月 27 日 
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核燃料物質放射性

同位元素貯蔵取扱

届出 

プルトニウム第 1 開

発室の中性子源を計

測機器校正施設へ移

動に伴う届出 

  

プルトニウム第 1

開発室 

計測機器校正施

設 

9 月 13 日 
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7.5 高圧ガス保安法 

 

平成 19 年度上半期における高圧ガス保安法に係る許認可は 7件であり、その

実績を表 7-5-1 に示す。 

 

表 7-5-1 高圧ガス保安法に係る許認可実績 

 

件  名 内   容 該当施設 届出等日付

冷凍作業責任者

代理者届 

職務分担の変更に伴い、平

成 19 年 4 月 1 日付けをもっ

て冷凍保安責任者代理を変

更した。 

L 棟 4 月 12 日 

高圧ガス製造施

設変更届 

（冷凍） 

冷凍高圧ガス設備(届出第

53 号:第二種製造施設)に係

る膨張弁付近の冷媒配管の

溶接部を銅の肉盛り溶接に

より補修処置を行う。 

地層処分放射化

学研究施設 

4 月 18 日 

高圧ガス製造施

設軽微変更届 

（冷凍） 

冷凍高圧ガス設備(第一種

製造施設)に係る圧縮機潤滑

油系統銅配管２箇所及びエ

ルボ、継ぎ手の更新を行う。

低放射性廃棄物

処理技術開発施

設 

5 月 29 日 

高圧ガス製造施

設軽微変更届 

(一般) 

地層処分研究施設用ヘリ

ウム・キセノン製造設備の X

線 CT 用容器胴部の更新を行

う。 

地層処分基盤研

究施設 

6 月 5 日 

冷凍作業責任者

代理者届 

職務分担の変更に伴い、平

成 19 年 7 月 1 日付けをもっ

て冷凍保安責任者代理を変

更した。 

プルトニウム燃

料付属機械室 

7 月 12 日 

冷凍作業責任者

代理者届 
人事異動に伴い、平成 19

年7月1日付けをもって冷凍

保安責任者代理を変更した。

低放射性廃棄物

処理技術開発施

設 

7 月 12 日 

高圧ガス製造保

安技術管理者等

届出 

研究所の一般高圧ガス製

造施設における平成 18 年度

8 月 1 日から平成 19 年度７

月 31 日まで変更を行った保

安技術管理者及び保安係員

の選・解任について届出を行

った。 

研究所 8 月 10 日 
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 7.6 環境法令 

 

平成 19 年度上半期における環境関係法令に係る許認可は 2件であり、その実

績を表 7-6-1 に示す。 

 

表 7-6-1 環境法令に係る許認可実績 

 

件  名 内   容 該当施設 届出等日付

特定施設使用変

更届出（水質汚

濁防止法） 

核燃料物質使用施設に係る解

除に伴い、各施設からの管理排

水の処理を行わないため、中央

廃水処理場における処理を終了

する。 

中央廃水処

理場 

7 月 4 日 

特定施設変更届

出（水質汚濁防

止法） 

洗浄設備（ドラフトチェンバ

ー）から発生する実験廃液を送

水するため、新たな排水管を設

置し、既設排水管へ接続を行う。

地層処分基

盤研究施設 

8 月 3 日 
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8. 保安検査、立入調査等 

 
8.1 保安検査官対応 

平成 13 年 1 月 6 日付けの省庁再編に伴い、核燃料物質使用施設（以下

「使用施設」という）は文部科学省、再処理施設は、経済産業省の原子力

保安検査官（以下「保安検査官」という）によって監督されることになり、

保安検査官は日常それぞれ村内に設置した事務所（文部科学省：原子力安

全管理事務所、経済産業省：東海・大洗原子力保安検査官事務所）及び核

燃料サイクル工学研究所内に常駐している。保安検査官対応班（以下「対

応班」という）は、保安検査官の主たる業務である原子力施設の現場での

運転管理監督や施設における保安規定の遵守状況の検査などの核燃料サ

イクル工学研究所の窓口として対応した。なお、平成 19 年度より経済産

業省の保安検査官の対応は、再処理技術開発センターで行うこととなり、

保安管理部は文部科学省の保安検査官のみの対応となった。文部科学省の

保安検査官体制を表 8-1-1 に示す。 

文部科学省の保安検査官への対応項目及び対応方法については、対応班

が保安検査官及び所内各部・センターと調整して作成した。対応項目及び

対応方法一覧を表 8-1-2 に示す。そのうち、平成 19 年度上半期の主な項

目について概要を以下に示す。 

（1）施設巡視 

使用施設であるサイクル工学試験部、環境技術管理部及びプルト

ニウム燃料センターのそれぞれの施設について、保安検査官と現場

との調整を図り毎月の巡視計画を作成した。これに基づき保安検査

官が定常的、計画的に施設の巡視を行った。巡視における保安検査

官からの指摘事項は、各部・センターが措置対応を実施した。 

平成 19 年度上半期は、計 106 回巡視が行われた。その巡視実績を

表 8-1-3 に示す。 

（2）放射線作業管理（発生の都度） 

使用施設で実施される非定常放射線作業について、現場でそれら

作業が生じた場合、保安検査官に対して対応班がその作業の概要を

説明すると共に計画書を提出した。保安検査官が詳細説明を要望し

た場合は、現場側が放射線作業計画書に基づき説明を実施した。 

平成 19 年度上半期における特殊放射線作業の件数は、サイクル工

学試験部が S2 作業：２件、A1 作業：23 件、G1 作業：４件、環境技

術管理部が G1 作業：７件であり合計 36 件であった。 

（3）定例報告 

以下の項目を定例として保安検査官に報告しており、それらの対

応を下記に示す。 
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① 核燃料サイクル工学研究所運転管理日報（巡視日） 

所内 LAN を使ったサイクル工学試験部、環境技術管理部及びプ

ルトニウム燃料センターとのネットワークにより各部・センター

の施設の毎日の運転状況を出力し、保安検査官に前日の実績と当

日の作業予定を説明した。 

② 核燃料サイクル工学研究所運転状況管理表（毎週） 

各使用施設の一週間単位の運転実績及び次週の運転予定を記載

した核燃料サイクル工学研究所運転状況管理表を基に、毎週末に

対応班が所内施設の運転状況について今週の実績と来週の予定を

説明・提出した。 

③ 許認可週報（毎週） 

毎週始めに保安管理部施設安全課が作成した使用施設に関する

許認可の状況について提出し説明した。  
④ 自主点検・教育訓練計画（毎月） 

使用施設の保安規定に定められた自主点検計画及び教育訓練計

画表を各部・センターで毎月作成し、月始めに対応班がとりまと

め保安検査官へ提出した。なお、年度始めには各部・センター毎

に年間の自主点検・教育訓練計画表を作成し、対応班がとりまと

め保安検査官へ概要を説明し提出した。  
⑤ 運転計画（毎月） 

各使用施設の運転計画を毎月始めに各部・センター毎に作成し、

それを対応班がとりまとめ保安検査官へ説明・提出した。なお、

年度始めには各部・センター毎に年間の運転計画を作成し、対応

班がとりまとめ保安検査官へ概要を説明し提出した。  
（4）異常事象発生対応（発生の都度） 

所内で発生した異常事象は、保安検査官にその概要を迅速に報告

すると共に、必要に応じて保安検査官への現場部署による説明の時

間、場所等の調整を実施した。また、措置・対策についても対応班

がフォローし保安検査官に説明した。現場部署の説明が必要になっ

た時は日時及び場所の調整を行った。 

平成 19 年度上半期に取り扱った異常事象は計２件であり、そのリ

ストを表 8-1-4 に示す。 

（5）保安検査（四半期毎） 

文部科学省により使用施設を対象に四半期ごとに保安検査が実施

された。平成 19 年度上半期は、第１四半期が６月 11 日から６月 13

日に、第２四半期が８月 22 日から８月 24 日であった。 
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表 8-1-1 文部科学省原子力保安検査官体制 

平成 19 年４月 1 日～平成 19 年９月 30 日 

所 管 省 庁 役 職 等 人数 

茨城原子力安全管理事務

所 

所 長 

防災専門官 
１ 名  

保安検査官 
４名 

（８月１日より５名）

技術参与 

（運転管理専門

官） 

１ 名  
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表
8
-
1
-
2
 
文
部
科
学
省
保
安
検
査
官
業
務
等
対
応
項
目
/
方
法
一
覧
表
 

N
o
.
 

項
 
 
目
 

対
 
応
 
方
 
法
 

担
 
当
 
部
 
署
 

備
 
 
考
 

1
 
使
用
）
許
認
可
週
報
 

対
応
班
へ
提
出
（
E-
メ
ー
ル
）
→
対
応
班
→
保
安
検
査
官
（
月
曜
日
）
 

保
安
)
施
安
課
 

 

2
 
事
業
所
運
転
管
理
日
報
 

毎
日
、
各
部
・
セ
ン
タ
ー
が
実
績
を
1
6
:
00
ま
で
に
入
力
（
毎
日
）
対
応
班

（
パ
ソ
コ
ン
か
ら
印
刷
）
→
保
安
検
査
官
 

P
u
）
計
画
管
理
課
 

サ
イ
）
技
術
課
 

環
管
）
施
保
全
課
 

毎
日
の
実
績
、
L
A
N
で
保
安
検

査
官
 
確
認
 

3
 
運
転
状
況
管
理
表
 

安
対
課
と
り
ま
と
め
、
対
応
班
（
パ
ソ
コ
ン
か
ら
印
刷
）
 

→
保
安
検
査
官
（
金
曜
日
）
 

保
安
)
安
全
対
策
課
 

対
応
班
が
出
力
 

所
内
の
運
転
状
況
 

次
週
、
次
々
週
予
定
 

4
 
S
2
特
作
計
画
 

作
業
件
名
等
の
リ
ス
ト
及
び
計
画
書
の
表
紙
と
様
式
1
の
写
し
を
事
前
提

出
。
必
要
に
応
じ
て
、
作
業
内
容
の
把
握
が
主
目
的
の
ヒ
ヤ
（
保
安
検
査
官

が
件
名
指
定
）
。
 

計
画
起
案
課
室
 

 

5
 
A
1
特
作
計
画
 

同
上
 

計
画
起
案
課
室
 

 

6
 
G
作
業
(
写
し
) 

G
1
作
業
の
表
紙
と
概
要
を
対
応
班
へ
提
出
→
対
応
班
確
認
→
保
安
検
査
官
 
計
画
起
案
課
室
 

 

7
 
停
電
等
電
気
関
連
作
業
 
作
業
件
名
入
り
工
程
表
事
前
提
出
。
必
要
に
応
じ
て
ヒ
ヤ
 

（
保
安
検
査
官
が
指
定
）
 

工
務
室
)
運
転
班
等
 

 

8
 
異
常
事
象
連
絡
 

対
応
班
へ
直
ち
に
連
絡
→
対
応
班
メ
モ
作
成
→
保
安
検
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官
。
そ
の
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、
必

要
に
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じ
て
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に
よ
る
ヒ
ヤ
リ
ン
グ
 

異
常
事
象
発
生
元
課
室
 
発
生
の
都
度
 

9
 
そ
の
他
相
談
事
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件
名
等
の
リ
ス
ト
を
対
応
班
へ
事
前
提
出
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保
安
検
査
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。
必
要
に
応
じ
て

ヒ
ヤ
（
保
安
検
査
官
が
指
定
）
 

相
談
事
等
担
当
課
室
 

 

1
0
 

保
守
点
検
・
教
育
訓
練
計

画
表
 

(
年
間
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び
(
毎
月
) 

年
間
計
画
お
よ
び
毎
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の
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画
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応
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出
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対
応
班
取
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と
め
→
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安
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官
 

P
u
）
計
画
管
理
課
 

サ
イ
）
技
術
課
 

環
管
）
施
保
全
課
 

放
管
部
、
工
務
室
 

月
間
計
画
表
は
月
末
に
翌
月

分
を
提
出
 

1
1
 
運
転
計
画
表
 

(
年
間
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び
(
毎
月
) 

年
間
計
画
お
よ
び
毎
月
の
計
画
表
を
対
応
班
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対
応
班
取
り
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と
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→
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画
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課
 

サ
イ
）
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術
課
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管
）
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全
課
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画
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翌
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分
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2
 
サ
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ル
週
報
 

地
域
交
流
課
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応
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に
提
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）
 

地
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交
流
課
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3
 
見
学
予
定
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総
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課
が
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応
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に
提
出
→
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安
検
査
官
（
火
曜
日
）
 

総
務
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（
4
月
期
）

1
0
:
0
0

サ
イ
ク
ル
工
学
試
験
部

高
レ
ベ
ル
放
射
性
物
質
研
究
施
設
（
Ｃ
Ｐ
Ｆ
）
(
2
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
三
開
発
室
(
8
)

1
0
:
0
0

環
境
技
術
管
理
部

第
2
Ｕ
Ｗ
Ｓ
Ｆ
、
Ｕ
Ｗ
Ｓ
Ｆ
、
第
2
～
6
廃
棄
物
倉
庫
(
5
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
廃
棄
物
貯
蔵
施
設
（
9
）
P
W
S
F
/
第
二
P
W
S
F

1
0
:
0
0

環
境
技
術
管
理
部

焼
却
施
設
、
中
央
廃
水
処
理
場
、
廃
油
保
管
庫
(
5
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
二
開
発
室
（
7
)

1
0
:
0
0

サ
イ
ク
ル
工
学
試
験
部

高
レ
ベ
ル
放
射
性
物
質
研
究
施
設
（
Ｃ
Ｐ
Ｆ
）
(
2
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
三
開
発
室
(
8
)

1
0
:
0
0

環
境
技
術
管
理
部

Ｍ
棟
、
廃
水
処
理
室
(
5
)
、
東
海
事
業
所
第
2
ｳ
ﾗ
ﾝ
貯
蔵
庫
(
4
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
廃
棄
物
処
理
開
発
施
設
（
9
)
 
P
W
T
F

1
0
:
0
0

サ
イ
ク
ル
工
学
試
験
部

環
境
技
術
管
理
部

Ｊ
棟
(
3
)
、
Ｂ
棟
(
1
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
一
開
発
室
（
6
)

1
0
:
0
0

サ
イ
ク
ル
工
学
試
験
部

高
レ
ベ
ル
放
射
性
物
質
研
究
施
設
（
Ｃ
Ｐ
Ｆ
）
(
2
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
三
開
発
室
(
8
)

1
0
:
0
0

環
境
技
術
管
理
部

第
2
Ｕ
Ｗ
Ｓ
Ｆ
、
Ｕ
Ｗ
Ｓ
Ｆ
、
第
2
～
6
廃
棄
物
倉
庫
(
5
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
二
開
発
室
（
7
)
　
Ｕ
貯
蔵
庫
（
6
）

1
0
:
0
0

サ
イ
ク
ル
工
学
試
験
部

高
レ
ベ
ル
放
射
性
物
質
研
究
施
設
（
Ｃ
Ｐ
Ｆ
）
(
2
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
三
開
発
室
(
8
)

1
0
:
0
0

サ
イ
ク
ル
工
学
試
験
部

環
境
技
術
管
理
部

Ｊ
棟
(
3
)
、
Ｂ
棟
(
1
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
一
開
発
室
（
6
)

(
＊
)
:
数
字
は
保
安
規
定
第
2
条
の
適
用
施
設
番
号
を
示
す

表
8
-
1
-
3
(
1
)
 
文
部
科
学
省
　
原
子
力
安
全
管
理
事
務
所
に
よ
る
使
用
施
設
巡
視
実
績

4
月
2
7
日
（
金
）

4
月
1
8
日
（
水
）

4
月
1
9
日
（
木
）

4
月
2
6
日
（
木
）

4
月
2
0
日
（
金
）

4
月
1
2
日
（
木
）

開
始
時
刻

担
当
部
署

月
 
日

4
月
6
日
（
金
）

　
　

4
月
1
3
日
（
金
）

備
考

4
月
4
日
（
水
）

巡
視
施
設

4
月
5
日
（
木
）
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（
5
月
期
）

1
0
:
0
0

サ
イ
ク
ル
工
学
試
験
部

高
レ
ベ
ル
放
射
性
物
質
研
究
施
設
（
Ｃ
Ｐ
Ｆ
）
(
2
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
三
開
発
室
(
8
)

1
0
:
0
0

環
境
技
術
管
理
部

焼
却
施
設
、
中
央
廃
水
処
理
場
、
廃
油
保
管
庫
(
5
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
廃
棄
物
貯
蔵
施
設
(
P
W
S
F
/
第
二
P
W
S
F
)
（
9
）

1
0
:
0
0

サ
イ
ク
ル
工
学
試
験
部

高
レ
ベ
ル
放
射
性
物
質
研
究
施
設
（
Ｃ
Ｐ
Ｆ
）
(
2
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
三
開
発
室
(
8
)

1
0
:
0
0

環
境
技
術
管
理
部

Ｍ
棟
、
廃
水
処
理
室
(
5
)
、
東
海
事
業
所
第
2
ｳ
ﾗ
ﾝ
貯
蔵
庫
(
4
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
一
開
発
室
(
6
)

1
0
:
0
0

サ
イ
ク
ル
工
学
試
験
部

高
レ
ベ
ル
放
射
性
物
質
研
究
施
設
（
Ｃ
Ｐ
Ｆ
）
(
2
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
三
開
発
室
(
8
)

1
0
:
0
0

サ
イ
ク
ル
工
学
試
験
部

環
境
技
術
管
理
部

Ｊ
棟
(
3
)
、
Ｂ
棟
(
1
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
二
開
発
室
(
7
)
 
Ｕ
貯
蔵
庫
(
6
)

1
0
:
0
0

サ
イ
ク
ル
工
学
試
験
部

高
レ
ベ
ル
放
射
性
物
質
研
究
施
設
（
Ｃ
Ｐ
Ｆ
）
(
2
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
三
開
発
室
(
8
)

1
0
:
0
0

環
境
技
術
管
理
部

第
2
Ｕ
Ｗ
Ｓ
Ｆ
、
Ｕ
Ｗ
Ｓ
Ｆ
、
第
2
～
6
廃
棄
物
倉
庫
(
5
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
廃
棄
物
処
理
開
発
施
設
 
(
P
W
T
F
)
（
9
)

(
＊
)
:
数
字
は
保
安
規
定
第
2
条
の
適
用
施
設
番
号
を
示
す

5
月
3
1
日
（
木
）

5
月
1
8
日
（
金
）

5
月
2
4
日
（
木
）

5
月
3
0
日
（
水
）

5
月
2
5
日
（
金
）

5
月
1
1
日
（
金
）

5
月
1
0
日
（
木
）

5
月
1
7
日
（
木
）

月
 
日

開
始
時
刻

担
当
部
署

巡
視
施
設

備
考

表
8
-
1
-
3
(
2
)
 
文
部
科
学
省
　
原
子
力
安
全
管
理
事
務
所
に
よ
る
使
用
施
設
巡
視
実
績
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（
6
月
期
）

1
0
:
0
0

環
境
技
術
管
理
部

焼
却
施
設
、
中
央
廃
水
処
理
場
、
廃
油
保
管
庫
(
5
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
一
開
発
室
（
6
）

1
0
:
0
0

サ
イ
ク
ル
工
学
試
験
部

高
レ
ベ
ル
放
射
性
物
質
研
究
施
設
（
Ｃ
Ｐ
Ｆ
）
(
2
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
三
開
発
室
(
8
)

1
0
:
0
0

環
境
技
術
管
理
部

Ｍ
棟
、
廃
水
処
理
室
(
5
)
、
東
海
事
業
所
第
2
ｳ
ﾗ
ﾝ
貯
蔵
庫
(
4
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
廃
棄
物
貯
蔵
施
設
（
P
W
S
F
/
第
二
P
W
S
F
)
（
9
)

1
0
:
0
0

サ
イ
ク
ル
工
学
試
験
部

高
レ
ベ
ル
放
射
性
物
質
研
究
施
設
（
Ｃ
Ｐ
Ｆ
）
(
2
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
三
開
発
室
(
8
)

1
0
:
0
0

サ
イ
ク
ル
工
学
試
験
部

環
境
技
術
管
理
部

Ｊ
棟
(
3
)
、
Ｂ
棟
(
1
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
二
開
発
室
（
7
）
U
貯
蔵
庫
(
6
)

1
0
:
0
0

サ
イ
ク
ル
工
学
試
験
部

高
レ
ベ
ル
放
射
性
物
質
研
究
施
設
（
Ｃ
Ｐ
Ｆ
）
(
2
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
三
開
発
室
(
8
)

1
0
:
0
0

環
境
技
術
管
理
部

焼
却
施
設
、
中
央
廃
水
処
理
場
、
廃
油
保
管
庫
(
5
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
廃
棄
物
処
理
開
発
施
設
（
P
W
T
F
)
（
9
)

1
0
:
0
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
三
開
発
室
(
8
)

1
3
:
3
0

サ
イ
ク
ル
工
学
試
験
部

高
レ
ベ
ル
放
射
性
物
質
研
究
施
設
（
Ｃ
Ｐ
Ｆ
）
(
2
)

1
0
:
0
0

環
境
技
術
管
理
部

第
2
Ｕ
Ｗ
Ｓ
Ｆ
、
Ｕ
Ｗ
Ｓ
Ｆ
、
第
2
～
6
廃
棄
物
倉
庫
(
5
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
一
開
発
室
（
6
）

1
0
:
0
0

サ
イ
ク
ル
工
学
試
験
部

環
境
技
術
管
理
部

Ｊ
棟
(
3
)
、
Ｂ
棟
(
1
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
二
開
発
室
（
7
）

(
＊
)
:
数
字
は
保
安
規
定
第
2
条
の
適
用
施
設
番
号
を
示
す

6
月
2
8
日
（
木
）

6
月
2
9
日
（
金
）

6
月
2
1
日
（
木
）

6
月
2
2
日
（
金
）

6
月
2
7
日
（
水
）

巡
視
施
設

6
月
7
日
（
木
）

6
月
8
日
（
金
）

6
月
1
5
日
（
金
）

6
月
1
4
日
（
木
）

備
考

表
8
-
1
-
3
(
3
)
 
文
部
科
学
省
　
原
子
力
安
全
管
理
事
務
所
に
よ
る
使
用
施
設
巡
視
実
績

6
月
1
日
（
金
）

月
 
日

開
始
時
刻

担
当
部
署
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（
7
月
期
）

1
0
:
0
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
三
開
発
室
(
8
)

1
3
:
3
0

サ
イ
ク
ル
工
学
試
験
部

高
レ
ベ
ル
放
射
性
物
質
研
究
施
設
（
Ｃ
Ｐ
Ｆ
）
(
2
)

1
0
:
0
0

環
境
技
術
管
理
部

焼
却
施
設
、
中
央
廃
水
処
理
場
、
廃
油
保
管
庫
(
5
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
廃
棄
物
処
理
開
発
施
設
（
P
W
T
F
）
(
9
)

1
0
:
0
0

環
境
技
術
管
理
部

Ｍ
棟
、
廃
水
処
理
室
(
5
)
、
東
海
事
業
所
第
2
ｳ
ﾗ
ﾝ
貯
蔵
庫
(
4
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
廃
棄
物
貯
蔵
施
設
（
P
W
S
F
/
第
二
P
W
S
F
）
(
9
)

1
0
:
0
0

サ
イ
ク
ル
工
学
試
験
部

高
レ
ベ
ル
放
射
性
物
質
研
究
施
設
（
Ｃ
Ｐ
Ｆ
）
(
2
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
三
開
発
室
(
8
)

1
0
:
0
0

環
境
技
術
管
理
部

第
2
Ｕ
Ｗ
Ｓ
Ｆ
、
Ｕ
Ｗ
Ｓ
Ｆ
、
第
2
～
6
廃
棄
物
倉
庫
(
5
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
二
開
発
室
(
7
)
　
Ｕ
貯
蔵
庫
（
6
)

1
0
:
0
0

サ
イ
ク
ル
工
学
試
験
部

環
境
技
術
管
理
部

Ｊ
棟
(
3
)
、
Ｂ
棟
(
1
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
一
開
発
室
(
6
)

1
0
:
0
0

サ
イ
ク
ル
工
学
試
験
部

高
レ
ベ
ル
放
射
性
物
質
研
究
施
設
（
Ｃ
Ｐ
Ｆ
）
(
2
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
三
開
発
室
(
8
)

1
0
:
0
0

環
境
技
術
管
理
部

Ｍ
棟
、
廃
水
処
理
室
(
5
)
、
東
海
事
業
所
第
2
ｳ
ﾗ
ﾝ
貯
蔵
庫
(
4
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
二
開
発
室
(
7
)

1
0
:
0
0

サ
イ
ク
ル
工
学
試
験
部

環
境
技
術
管
理
部

Ｊ
棟
(
3
)
、
Ｂ
棟
(
1
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
一
開
発
室
(
6
)

(
＊
)
:
数
字
は
保
安
規
定
第
2
条
の
適
用
施
設
番
号
を
示
す

7
月
2
0
日
（
金
）

7
月
2
7
日
（
金
）

7
月
1
3
日
（
金
）

7
月
1
8
日
（
水
）

7
月
1
9
日
（
木
）

7
月
5
日
（
木
）

7
月
6
日
（
金
）

7
月
1
2
日
（
木
）

7
月
4
日
（
水
）

月
 
日

開
始
時
刻

担
当
部
署

巡
視
施
設

備
考

表
8
-
1
-
3
(
4
)
 
文
部
科
学
省
　
原
子
力
安
全
管
理
事
務
所
に
よ
る
使
用
施
設
巡
視
実
績

JAEA-Review 2008-046

－89－



（
8
月
期
）

1
0
:
0
0

サ
イ
ク
ル
工
学
試
験
部

高
レ
ベ
ル
放
射
性
物
質
研
究
施
設
（
Ｃ
Ｐ
Ｆ
）
(
2
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
三
開
発
室
(
8
)

1
0
:
0
0

環
境
技
術
管
理
部

第
2
Ｕ
Ｗ
Ｓ
Ｆ
、
Ｕ
Ｗ
Ｓ
Ｆ
、
第
2
～
6
廃
棄
物
倉
庫
(
5
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
廃
棄
物
貯
蔵
施
設
（
P
W
S
F
/
第
二
P
W
S
F
）
(
9
)

1
0
:
0
0

環
境
技
術
管
理
部

焼
却
施
設
、
中
央
廃
水
処
理
場
、
廃
油
保
管
庫
(
5
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
二
開
発
室
(
7
)
 
U
貯
蔵
庫
（
6
)

1
0
:
0
0

サ
イ
ク
ル
工
学
試
験
部

高
レ
ベ
ル
放
射
性
物
質
研
究
施
設
（
Ｃ
Ｐ
Ｆ
）
(
2
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
三
開
発
室
(
8
)

1
0
:
0
0

サ
イ
ク
ル
工
学
試
験
部

環
境
技
術
管
理
部

Ｊ
棟
(
3
)
、
Ｂ
棟
(
1
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
一
開
発
室
(
6
)

1
0
:
0
0

サ
イ
ク
ル
工
学
試
験
部

高
レ
ベ
ル
放
射
性
物
質
研
究
施
設
（
Ｃ
Ｐ
Ｆ
）
(
2
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
三
開
発
室
(
8
)

1
0
:
0
0

環
境
技
術
管
理
部

Ｍ
棟
、
廃
水
処
理
室
(
5
)
、
東
海
事
業
所
第
2
ｳ
ﾗ
ﾝ
貯
蔵
庫
(
4
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
廃
棄
物
処
理
開
発
施
設
（
P
W
T
F
）
(
9
)

1
0
:
0
0

サ
イ
ク
ル
工
学
試
験
部

高
レ
ベ
ル
放
射
性
物
質
研
究
施
設
（
Ｃ
Ｐ
Ｆ
）
(
2
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
三
開
発
室
(
8
)

1
0
:
0
0

環
境
技
術
管
理
部

第
2
Ｕ
Ｗ
Ｓ
Ｆ
、
Ｕ
Ｗ
Ｓ
Ｆ
、
第
2
～
6
廃
棄
物
倉
庫
(
5
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
二
開
発
室
(
7
)

1
0
:
0
0

サ
イ
ク
ル
工
学
試
験
部

環
境
技
術
管
理
部

Ｊ
棟
(
3
)
、
Ｂ
棟
(
1
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
一
開
発
室
(
6
)

(
＊
)
:
数
字
は
保
安
規
定
第
2
条
の
適
用
施
設
番
号
を
示
す

8
月
3
1
日
（
金
）

表
8
-
1
-
3
(
5
)
 
文
部
科
学
省
　
原
子
力
安
全
管
理
事
務
所
に
よ
る
使
用
施
設
巡
視
実
績

8
月
3
0
日
（
木
）

8
月
2
9
日
（
水
）

8
月
9
日
（
木
）

8
月
1
0
日
（
金
）

8
月
1
6
日
（
木
）

8
月
2
4
日
（
金
）

巡
視
施
設

備
考

8
月
3
日
（
金
）

8
月
8
日
（
水
）

8
月
2
日
（
木
）

月
 
日

開
始
時
刻

担
当
部
署
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（
9
月
期
）

1
0
:
0
0

サ
イ
ク
ル
工
学
試
験
部

高
レ
ベ
ル
放
射
性
物
質
研
究
施
設
（
C
P
F
）
(
2
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
三
開
発
室
(
8
)

1
0
:
0
0

環
境
技
術
管
理
部

Ｍ
棟
、
廃
水
処
理
室
(
5
)
、
東
海
事
業
所
第
2
ｳ
ﾗ
ﾝ
貯
蔵
庫
(
4
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
廃
棄
物
処
理
開
発
施
設
（
P
W
T
F
）
(
9
)

1
0
:
0
0

サ
イ
ク
ル
工
学
試
験
部

高
レ
ベ
ル
放
射
性
物
質
研
究
施
設
（
C
P
F
）
(
2
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
三
開
発
室
(
8
)

9
月
2
0
日
（
木
）

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
一
開
発
室
(
6
)

9
月
2
1
日
（
金
）

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
廃
棄
物
貯
蔵
施
設
（
P
W
S
F
/
第
二
P
W
S
F
）
(
9
)

1
0
:
0
0

サ
イ
ク
ル
工
学
試
験
部

環
境
技
術
管
理
部

Ｊ
棟
(
3
)
、
Ｂ
棟
(
1
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
二
開
発
室
(
7
)
 
U
貯
蔵
庫
（
6
)

1
0
:
0
0

サ
イ
ク
ル
工
学
試
験
部

高
レ
ベ
ル
放
射
性
物
質
研
究
施
設
（
C
P
F
）
(
2
)

1
3
:
3
0

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
技
術
開
発
セ
ン
タ
ー
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
三
開
発
室
(
8
)

(
＊
)
:
数
字
は
保
安
規
定
第
2
条
の
適
用
施
設
番
号
を
示
す

9
月
2
5
日
（
火
）

9
月
2
0
日
（
木
）

9
月
1
8
日
（
火
）

巡
視
施
設

表
8
-
1
-
3
(
6
)
 
文
部
科
学
省
　
原
子
力
安
全
管
理
事
務
所
に
よ
る
使
用
施
設
巡
視
実
績

9
月
6
日
（
木
）

月
 
日

開
始
時
刻

担
当
部
署

備
考

9
月
2
7
日
（
木
）
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N
o
.
情
報

区
分

件
 
 
名

発
生
場
所

施
設

区
分

概
要
等

報
告
日

備
 
 
考

1
C
週
間
空
気
中
放
射
性

物
質
濃
度
測
定
に
お

け
る
有
意
値
の
検
出

H
1
9
.
4
.
2
3

（
月
）

1
5
:
5
0
頃

P
u
セ
ン
タ
ー

プ
ル
ト
ニ
ウ

ム
燃
料
第
三

開
発
室
　
粉

末
調
製
室

（
2
）
（
F
P
-

1
0
3
）

使
用

○
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
三
開
発
室
粉
末
調
整
室
(
2
)
の
α
線
用
空
気

モ
ニ
タ
の
ろ
紙
（
1
枚
）
、
エ
ア
ス
ニ
フ
ァ
の
ろ
紙
（
2
枚
）
（
い
づ
れ

も
サ
ン
プ
リ
ン
グ
期
間
；
4
月
1
3
日
か
ら
4
月
2
0
日
）
を
4
月
2
0
日
に
回

収
し
、
ﾗ
ﾄ
ﾞ
ﾝ
ﾄ
ﾛ
ﾝ
の
減
衰
を
待
っ
て
測
定
し
た
と
こ
ろ
、
検
出
下
限
値

（
3
.
7
×
1
0
-
1
0
B
q
/
c
m
3
）
を
超
え
る
値
（
最
大
で
、
1
.
8
×
1
0
-

9
B
q
/
c
m
3
）
を
検
出
し
た
。
（
4
月
2
3
日
1
5
：
5
0
頃
）

○
粉
末
調
整
室
(
2
)
の
工
程
室
床
、
グ
ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス
表
面
、
グ

ロ
ー
ブ
等
の
ス
ミ
ヤ
を
採
取
、
測
定
し
た
結
果
、
4
箇
所
か
ら
検
出
下

限
値
（
4
×
1
0
-
3
B
q
/
c
m
2
(
ス
ミ
ヤ
法
）
）
を
超
え
る
値
（
最
大
、
床
面

で
7
.
3
×
1
0
-
3
B
q
/
c
m
2
）
を
検
出
し
た
。

○
そ
の
他
の
放
射
線
管
理
状
況
は
異
常
な
し
。

○
な
お
、
当
該
室
の
上
記
期
間
中
は
、
「
常
陽
」
燃
料
製
造
に
係
わ
る

作
業
を
実
施
。
当
該
期
間
に
、
汚
染
を
検
出
し
た
作
業
は
無
か
っ
た
。

4
/
2
3

（
月
）

2
C
一
時
立
入
者
の
被
ば

く
線
量
の
有
意
値
検

出

H
1
9
.
4
.
2
5

（
水
）

1
0
:
5
4
頃

P
u
セ
ン
タ
ー

プ
ル
ト
ニ
ウ

ム
燃
料
第
一

開
発
室

使
用

４
月
2
0
日
（
金
）
、
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
一
開
発
室
の
グ
ロ
ー
ブ

ボ
ッ
ク
ス
解
体
・
撤
去
作
業
の
事
前
調
査
の
た
め
に
一
時
立
入
者
２
名

を
管
理
区
域
に
入
域
さ
せ
た
。
一
時
立
入
者
の
線
量
計
を
回
収
し
て
測

定
し
た
結
果
、
２
名
の
う
ち
の
１
名
か
ら
被
ば
く
線
量
の
有
意
値

（
0
.
1
m
S
v
）
を
検
出
し
た
（
４
月
2
5
日
）
。
他
の
１
名
の
一
時
立
入
者

の
被
ば
く
線
量
は
、
検
出
下
限
値
（
0
.1
m
S
v
）
未
満
で
あ
っ
た
。

4
/
2
5

（
水
）

発
生
／
発
見
日
時

表
8
-
1
-
4
　
異
常
事
象
メ
モ
（
平
成
1
9
年
4
月
1
日
～
9
月
3
0
日
 
）

 
 
 
 
 
 
 
 
＊
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N
o
.
情
報

区
分

件
 
 
名

発
生
場
所

施
設

区
分

概
要
等

報
告
日

備
 
 
考

1
C
週
間
空
気
中
放
射
性

物
質
濃
度
測
定
に
お

け
る
有
意
値
の
検
出

H
1
9
.
4
.
2
3

（
月
）

1
5
:
5
0
頃

P
u
セ
ン
タ
ー

プ
ル
ト
ニ
ウ

ム
燃
料
第
三

開
発
室
　
粉

末
調
製
室

（
2
）
（
F
P
-

1
0
3
）

使
用

○
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
三
開
発
室
粉
末
調
整
室
(
2
)
の
α
線
用
空
気

モ
ニ
タ
の
ろ
紙
（
1
枚
）
、
エ
ア
ス
ニ
フ
ァ
の
ろ
紙
（
2
枚
）
（
い
づ
れ

も
サ
ン
プ
リ
ン
グ
期
間
；
4
月
1
3
日
か
ら
4
月
2
0
日
）
を
4
月
2
0
日
に
回

収
し
、
ﾗ
ﾄ
ﾞ
ﾝ
ﾄ
ﾛ
ﾝ
の
減
衰
を
待
っ
て
測
定
し
た
と
こ
ろ
、
検
出
下
限
値

（
3
.
7
×
1
0
-
1
0
B
q
/
c
m
3
）
を
超
え
る
値
（
最
大
で
、
1
.
8
×
1
0
-

9
B
q
/
c
m
3
）
を
検
出
し
た
。
（
4
月
2
3
日
1
5
：
5
0
頃
）

○
粉
末
調
整
室
(
2
)
の
工
程
室
床
、
グ
ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス
表
面
、
グ

ロ
ー
ブ
等
の
ス
ミ
ヤ
を
採
取
、
測
定
し
た
結
果
、
4
箇
所
か
ら
検
出
下

限
値
（
4
×
1
0
-
3
B
q
/
c
m
2
(
ス
ミ
ヤ
法
）
）
を
超
え
る
値
（
最
大
、
床
面

で
7
.
3
×
1
0
-
3
B
q
/
c
m
2
）
を
検
出
し
た
。

○
そ
の
他
の
放
射
線
管
理
状
況
は
異
常
な
し
。

○
な
お
、
当
該
室
の
上
記
期
間
中
は
、
「
常
陽
」
燃
料
製
造
に
係
わ
る

作
業
を
実
施
。
当
該
期
間
に
、
汚
染
を
検
出
し
た
作
業
は
無
か
っ
た
。

4
/
2
3

（
月
）

2
C
一
時
立
入
者
の
被
ば

く
線
量
の
有
意
値
検

出

H
1
9
.
4
.
2
5

（
水
）

1
0
:
5
4
頃

P
u
セ
ン
タ
ー

プ
ル
ト
ニ
ウ

ム
燃
料
第
一

開
発
室

使
用

４
月
2
0
日
（
金
）
、
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
燃
料
第
一
開
発
室
の
グ
ロ
ー
ブ

ボ
ッ
ク
ス
解
体
・
撤
去
作
業
の
事
前
調
査
の
た
め
に
一
時
立
入
者
２
名

を
管
理
区
域
に
入
域
さ
せ
た
。
一
時
立
入
者
の
線
量
計
を
回
収
し
て
測

定
し
た
結
果
、
２
名
の
う
ち
の
１
名
か
ら
被
ば
く
線
量
の
有
意
値

（
0
.
1
m
S
v
）
を
検
出
し
た
（
４
月
2
5
日
）
。
他
の
１
名
の
一
時
立
入
者

の
被
ば
く
線
量
は
、
検
出
下
限
値
（
0
.1
m
S
v
）
未
満
で
あ
っ
た
。

4
/
2
5

（
水
）

発
生
／
発
見
日
時

表
8
-
1
-
5
(
1
)
　
　
異
常
事
象
メ
モ
（
平
成
1
9
年
4
月
1
日
～
9
月
3
0
日
 
）
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8.2 使用施設保安検査 

 

原子炉等規制法第 56 条の 3 第 5 項に基づく核燃料物質使用施設保安規定

の遵守の状況に係る検査（保安検査）については，各部・センターに跨る

ことから保安管理部が窓口となって対応しており， 19 年度上半期は６月

と８月に実施され，これに対応した。保安検査の概要を表 8-2-1 に示す。 

 

表 8-2-1 核燃料物質使用施設保安検査 

検査年月日 検 査 内 容 検査官 

６月 11 日 

   ～13 日 

〔重点事項〕 

・保安管理体制及び組織の状況 

・保安教育・訓練の実施状況  

・運転管理の実施状況（使用等の管理及び

臨界管理の実施状況） 

・品質保証活動の実施状況 

 

[結 果] 

指摘事項なし 

 

検査官 

3 名 

８月 22 日 

  ～24 日 

〔重点事項〕 

・放射線管理の実施状況 

・核燃料物質の運搬、取扱等の実施 

・施設の保守管理の実施状況 

・定期的な自主検査の実施状況 

・異常時の措置  
・水平展開 

 

[結 果] 

指摘事項なし 

 

検査官 

2 名 

JAEA-Review 2008-046

－94－



8.3 労働安全衛生法関連設備の検査 

 
本半期においては、日本クレーン協会茨城検査事務所によるクレーン 20 台

の性能検査を受検した。また、日本ボイラ協会茨城検査事務所による第一種圧

力容器 13 台及びボイラ 4 台の性能検査を受検した。性能検査の結果、全て異

常は認められなかった。これら設備の検査受検実績を表 8-3-1 に示す。 

 

表 8-3-1 労働安全衛生法関連設備の検査受検実績 

 

受 検 日 設 置 場 所 検査証番号 備考 

ク
レ
ー
ン 

4 月 5 日 再) ｶﾞﾗｽ固化技術開発施設 5455  

5 月 14 日 再) ｶﾞﾗｽ固化技術開発施設 5483、5454  

5 月 30 日 再）資材庫 5301  

6 月 7 日 工学試験棟 4889,4890  

6 月 25 日
再)低放射性廃棄物 
処理技術開発施設  

5931  

6 月 27 日 再) 分離精製工場 4584  

7 月 5 日
再)第二高放射性固体 

廃棄物貯蔵施設 
5433,5434  

8 月 7 日 ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ第三開発室 5309  
8 月 20 日 ｱｽﾌｧﾙﾄ固化体貯蔵施設 5027,5028  
9 月 4 日 ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ廃棄物貯蔵施設 5591  
9 月 7 日 ｱｽﾌｧﾙﾄ固化処理施設 5779  
9 月 13 日 ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ第三開発室 5938  
9 月 21 日 再）第二ｱｽﾌｧﾙﾄ固化体貯蔵施設 5380,5381,5382  
9 月 27 日 高ﾚﾍﾞﾙ放射性物質研究施設 5158  

第
一
種
圧
力
容
器 

5 月 31 日 高ﾚﾍﾞﾙ放射性物質研究施設 3058、3059、3101  

6 月 8 日 中央運転管理室 4330  

6 月 21 日 再）分離精製工場 4087,4088  

7 月 6 日 中央運転管理室 4331  

7 月 27 日 中央運転管理室 4332  

8 月 2 日 再) ｶﾞﾗｽ固化技術開発施設 4438  

8 月 23 日
再）分離精製工場 3400  

再）分析所 2386  
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受 検 日 設 置 場 所 検査証番号 備考 

8 月 24 日 中央運転管理室 4333  

9 月 28 日 ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ第三開発室 3399  

ボ
イ
ラ
ー 

6 月 8 日 中央運転管理室 3606  

7 月 6 日 中央運転管理室 3607  

7 月 27 日 中央運転管理室 3608  

8 月 24 日 中央運転管理室 3609  
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8.4 高圧ガス保安法関連の検査 

 

高圧ガス保安法に基づく保安検査は、茨城県産業技術課による一般高圧ガ

ス製造施設の保安検査が平成 19 年７月 20 日に実施された。対象施設は 5施

設で、指摘事項はなく平成 19 年 7 月 24 日付けで保安検査証が交付された。

対象施設の一覧を表 8-4-1 に示す。 

 

表 8-4-1 一般高圧ガス製造施設の保安検査対象施設 

 

実施日 施設名称 担当課室 

 

7 月 20 日 

再処理主工場用液化炭酸ガス製造施設 
再処理センター 

処理部前処理課 

高レベル放射性物質研究施設用 

炭酸ガス製造施設 

サイクル工学試験部

試験運転第１課 

クリプトン回収技術開発施設用 

（Kr、Xe ガス設備） 

再処理センター 

処理部化学処理 1課

廃溶媒処理技術開発施設用 

液化炭酸ガス製造施設 

再処理センター 

環境保全部処理 2課

プルトニウム燃料第三開発室用 

液化炭酸ガス製造施設 

工務技術室 

運転班 

 

 

なお、消防法第 4条及び第 16 条の 5の規定に基づく、東海村消防本部予防課

による、核燃料サイクル工学研究所構内関連施設に対する消防立入検査は、平

成 19 年度上期は実施されなかった。
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8.5 その他立入調査等 

 

(1) 公害関係立入検査 
茨城県県北地方総合事務所環境保全課による水質汚濁防止法、大気汚染防

止法及びダイオキシン類対策特別措置法に基づく立入検査が平成 19年 6月 26
日に実施された。検査の結果、指摘事項はなかった。 
なお、表 8-5-1 に立入検査対象施設・設備を示す。 

 

表 8-5-1 公害関係法令に基づく立入検査対象施設・設備 

 

対象法令名 対象施設・設備 

水質汚濁防止法 

第一排水溝 

第二排水溝 

海中放出管 

大気汚染防止法 
中央運転管理室ボイラー 
環境技術管理部 一般廃棄物処理施設 

ダイオキシン類対策特別措置法 プルトニウム燃料技術開発センター  
産業廃棄物焼却炉 

環境技術管理部 一般廃棄物処理施設 
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９．外部機関との協力 

 

9.1 原子力事業所安全協力協定（東海ノア協定） 

 

東海ノア協定は、東海村、那珂町（現：那珂市）、大洗町、ひたちなか市及

び旭村（現：鉾田市）に所在する原子力事業所で平成 12 年 1 月に締結した安

全協力協定であり、JCO の臨界事故を教訓として安全文化の醸成及び事故時の

相互協力等を目的に設置されたものである。発足当時は 21 事業所であったが、

加盟事業所の解散及び核燃料サイクル開発機構と日本原子力研究所の統合に

伴い平成 19 年度の加盟事業所は 19 事業所となっている。 

19 年度上半期は 18 年度下半期に引き続き、幹事会への出席、公開講座等の

紹介・参加者とりまとめ等を行った。19 年度上半期の活動実績（サイクル研究

所関係分）を表 9-1-1 に示す。 

 

表 9-1-1 東海ノア協定活動実績 

 

実 施 日 活動項目 概  要  等 

5 月 18 日 
第 38 回活動
推進幹事会 

 
① 平成19年度第１回自主保安点検協力活動の実施につい
て 

② 平成 19 年度東海ノア通報連絡訓練の実施について 
③ 平成19年度茨城県通報連絡訓練における東海ノアの対
応について 

5 月 31 日 
東海ノア通報

訓練 

・日本原子力発電株式会社東海発電所・東海第二発電所の
火災を想定した通報連絡訓練 

・協力要請に基づく通報連絡を実施 

6 月 16 日 
県主導通報連
絡訓練 

・茨城県主導の通報連絡訓練において東海ノアへの協力要
請に基づく協力活動本部員までの通報訓練を実施 

7 月 4 日 
公開講座 
（紹介） 

・JAEA 核燃料サイクル工学研究所主催 講演会「ヒューマ
ンエラーと安全管理」 

・加盟事業所参加者：３事業所３名 

9 月 19 日 
第 39 回活動
推進幹事会 

 
① 平成 19 年度第１回安全教育研修の実施について 
② 平成 19 年度「自主保安に係る点検協力活動」の結果及
び実施について 

③ 平成 19 年度通報連絡訓練実施結果について 
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9.2 ニュークリアセイフティネットワーク（NS ネット） 

 

NS ネットは、JCO 事故を教訓として日本国内の電力会社を中心とした原子力

事業者が原子力安全文化の向上を目指した活動を行うこととして平成 11 年 12

月に発足し、ピアレビュー、安全キャラバン、各種セミナーの開催等、幅広い

活動を展開してきたが、平成 17 年 4 月 13 日付けで設立された「（有限責任中間

法人）日本原子力技術協会」の一事業部（NS ネット事業部）としてその活動を

引き継いでいる。 

19 年度上半期においては、日本原子力技術協会が作成した安全小冊子シリー

ズ「№6ヒューマンファクターって何？」を研究所内各部署に配布した。 
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9.3 防災関係機関 

 

  近年のテロ災害等への懸念の高まりから、防災業務に携わる外部機関から

要請を受け、施設見学、放射線測定器・防護器材取扱方法等の研修を行なった

ほか、講師派遣等を実施した。 

  平成 19 年度上期における消防関係機関等の研修、見学受入れ及び講師派遣

実績を表 9-3-1 に示す。 

 

表 9-3-1 研修、見学受入れ及び講師派遣実績 

 

実 施 日 実 施 内 容 備 考 

 4 月 27 日 消防大学校救助科へ講師(1 名)派遣 48 名

 5 月 11 日 消防大学校救助科「放射線測定実習・ASP 見学」 48 名

 7 月 1 日 四ツ谷消防団「構内、防災管理棟」見学 36 名

  7 月 5 日 消防大学校救助科「放射線測定実習・ASP 見学」 60 名

  7 月 9 日 茨城県警察本部「再処理施設・防災管理棟」見学 10 名

  9 月 12 日 自衛隊施設学校「ASP・防災管理棟」見学 20 名
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9.4 その他外部関係機関との協力 

 

 その他として、東海村危険物安全協会に当研究所から理事を出しており、ま

た、平成 18 年度から新たに日本ボイラ協会茨城支部の理事も担当することと

なり、それらの理事会、総会等に参加・協力した。平成 19 年上期におけるこ

れら協会への参加等活動実績を表 9-4-1 に示す。 

なお、東海村危険物安全協会理事には危機課管理課の技術副主幹が、日本ボ

イラ協会茨城支部理事には安全対策課長代理を充てている。 

 

表 9-4-1 協会活動等参加実績 

開催日等 内  容  等 備 考 

4 月 12 日 

東海村危険物安全協会 19 年度総会 

①18 年度事業報告・決算報告 

②19 年度事業計画・予算案 

 

4 月 24 日 

日本ボイラ協会茨城支部 19 年度第 1回理事会

①18 年度事業報告・決算報告 

②19 年度事業計画・予算案 

 

5 月 25 日 

日本ボイラ協会茨城支部 19 年度通常総会 

①18 年度事業報告・決算報告 

②19 年度事業計画・予算案 

③役員改選 

 

9 月 9、10 日 
東海村危険物安全協会視察研修会 

・新潟石油共同備蓄株式会社 新潟事業所東基地

保安部から

2名参加 
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10. 教育訓練･資格取得 

 

10.1 試験･講習会 

 

各施設において業務を行う上で必要な労働安全衛生法等に係る資格等については、

安全対策課において資格取得に係る試験及び技能講習会等の案内及びとりまとめを

行っている。 

平成 19 年度上半期における資格試験及び講習会の申込及び受講実績を表 10-1-1

に示す。 

 

表 10-1-1 試験･講習会参加実績 

（1/2） 

試験･講習会名 主 催 者 実 施 日 
受験又は

受講者数

酸素欠乏・硫化水素危険作業主任

者技能講習会 
茨城労働基準協会連合会 5/14～17 4 名 

フォークリフト運転技能講習会 茨城労働基準協会連合会 6/1～10 1 名 

床上操作式クレーン運転技能講

習会 
茨城労働基準協会連合会 6/14～16 4 名 

玉掛け技能講習会 水戸労働基準協会連合会 6/21～24 5 名 

有機溶剤作業主任者技能講習会 茨城労働基準協会連合会 6/28～29 3 名 

化学設備関係第一種圧力容器取

扱作業主任者技能講習会 
日本ボイラ協会 6/11 2 名 

危険物保安講習会 
茨城県危険物安全協会連

合会 
7/20 36 名 

高圧ガス保安係員講習会 高圧ガス保安協会 7/10～11 4 名 

クレーン運転士安全衛生教育会 日本クレーン協会 6/19 3 名 

玉掛け業務従事者安全衛生教育

会 
日本クレーン協会 7/4 2 名 

平成１９年度危険物取扱者試験

準備講習会 

茨城県危険物安全協会連

合会 

9/13～14 

9/19～20 

9/27～28 

4 名 
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（2/2） 

試験･講習会名 主 催 者 実 施 日 
受験又は

受講者数

電気（高圧・特別高圧）取扱業務

に係る特別教育 
水戸労働基準協会 9/20～21 2 名 
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10.2 作業責任者認定制度に基づく現場責任者等教育、作業責任者等更新教

育及び保安管理部保安立会要領教育 

  

(1) 現場責任者等教育 

作業責任者認定制度に基づく現場責任者等教育（新規者等対象）を、原則とし

て月 1回の頻度で実施した。また、認定の有効期限切れに伴う教育（更新教育）

も原則月 1回の頻度で実施した。教育実績を以下の表 10-2-1 に示す。 

 

表 10-2-1 現場責任者等教育実績 

 

実施日 実施場所 受講者数
合格者 

（合格率）
備 考

4月 23 日 
図書研修合同棟 3階講義室 19 名 

18 名 

（94.7%）
 

図書研修合同棟 3階講義室 11 名 11 名 更新 

5 月 21 日 
図書研修合同棟 3階講義室 21 名 

21 名 

（100%） 
 

図書研修合同棟 3階講義室 11 名  11 名 更新 

6 月 18 日 
図書研修合同棟 3階講義室 47 名 

47 名 

（100%） 
 

図書研修合同棟 3階講義室 15 名 15 名 更新 

7 月 23 日 
図書研修合同棟 3階講義室 43 名 

42 名 

（97.7%）
 

図書研修合同棟 3階講義室 17 名  17 名 更新 

8 月 20 日 
図書研修合同棟 3階講義室 22 名 

22 名 

（100%） 
 

図書研修合同棟 3階講義室 4 名 4 名 更新 

9 月 21 日 
図書研修合同棟 3階講義室 30 名 

29 名 

(96.7%) 
 

図書研修合同棟 3階講義室 15 名 15 名 更新 

注）現場責任者等の新規教育では理解度確認を実施し、一定の理解度が得られた者

を合格としている。 
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(2) 作業責任者等更新教育 

作業責任者認定制度に基づく作業責任者等更新教育については、各部センターの

ＲＳＴトレーナーの協力を得て、平成 19 年度上半期は 1回の教育を実施した。教

育実績を以下の表 10-2-2 に示す。 

 

表 10-2-2 作業責任者等更新教育実績 

 

実施日 実施場所 受講者数
合格者 

（合格率）
備 考 

5月 31日 図書研修合同棟 3階講義室 5 名 
5 名 

（100％）
 

9月 27日 図書研修合同棟 3階講義室 4 名 
4 名 

（100％）
 

注）作業責任者等の更新教育では理解度確認を実施し、一定の理解度が得られた

者を合格としている。 

 

 

(3) 保安管理部保安立会要領教育 

保安管理部職員等を対象とした作業責任者認定制度に基づく保安立会要領の再

教育を 5月 8日に実施（受講者：7名）した。 
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11. 事故・トラブル等 

11.1 法令報告事象 

 
平成 19年度上期において、法令報告に該当する事故・トラブル等の発生はな

かった。 
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11.2 法令報告未満のトラブル事象等 

  
平成 19年度上期において、法令報告未満のトラブル事象等で監督官庁等へ報

告するものはなかった。 
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11.3 負傷報告 

 
(1)  負傷災害実績 
19 年度上半期は、サイクル研究所全体で 5件の負傷災害（内軽微負傷 2件）

が発生した。概要を表 11-3-1 に示す。 

 

表 11-3-1 負傷事象の概要 

No. 項  目 内   容   等 

1 

件  名 工務技術室運転員の負傷 

発生日時 平成 19 年 4 月 17 日（水）13 時 35 分頃 

発生場所 第２ウラン系廃棄物貯蔵施設北側道路（管理区域外） 

所  属 
工務技術室 運転班 

中央運転管理室 

身  分 協力会社員 53 才 

発生状況 

中央運転管理室から居室（技術管理第３棟）へバイクで

移動途中、第２ウラン系廃棄物貯蔵施設付近にさしかかっ

たとき、前籠に入れてあった書類が風で舞い上がり、顔を

ふさがれ前が見えなくなり、転倒して負傷した。 

負傷状況 

脳震盪、顔面裂傷（右眉付近切傷）、全身打撲、多発挫

創（右頬擦傷） 

休業なし 

原  因 

1. 前籠に入れた書類が舞い上がり、視界が塞がり転倒し
た。 

2. 前籠に入れた書類の固定が不十分であった。 

再発防止策 

1. 荷台に蓋付の書類入れを取付ける。 
2. 書類を運ぶ時は書類入れに収納する。 
3. バイク等で荷物を運ぶ時は風だけの問題だけでないの
で荷物をしっかり固定する。 
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No. 項  目 内   容   等 

2 

件  名 管理区域内作業員の負傷 

発生日時 平成 19 年 6 月 20 日（水）11 時 30 分頃 

発生場所 高レベル放射性物質研究施設 実験室 A（管理区域内）

所  属 
サイクル工学試験部  

施設運転第 1課 

身  分 職員 42 才 

発生状況 

作業員２名によりグローブボックス（GA-7B)内の試験溶

液の加熱濃縮処理を椅子に腰掛けて監視していた。作業員

の内１名（当該作業員）が椅子に腰掛けた状態で短時間意

識を失くしそのまま頭部から倒れ込み、グローブボックス

架台に頭頂部付近を打ち負傷した。 

負傷状況 
頭頂部裂傷（約 5cm、僅かな出血あり） 

休業なし 

原  因 
1. 一過性の意識消失発作により、頭頂部から倒れ込み、

グローブボックス架台に頭頂部付近を打った。 

再発防止策 

1. 朝会で各自の体調管理の励行を呼びかけると共に作業
単位毎のTBM,KY時に作業員が相互に体調確認を実施す

る。 

2. 従来にも増してﾌﾗﾝｸに言い合える職場づくりに努め
る。 

3. 作業内容に応じて適切な椅子を使用する。 
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No. 項  目 内   容   等 

3 

件  名 過酸化水素水による薬傷 

発生日時 平成 19 年 8 月 22 日（水）14 時 30 分頃 

発生場所 展示館アトムワールド（管理区域外） 

所  属 管理部 地域交流課  

身  分 協力会社員 25 才 

発生状況 

科学実験教室演示「野菜ロケット」準備中、過酸化水素

約７cc（30～35%濃度）をフィルムケースに注入し、閉蓋

後、少量が蓋の隙間から漏れ、両手指に付着し、両手指４

指先皮膚炎（左手親・人差・中指先、右手人差指先やけど）

を生じた。 

負傷状況 
両手指４指先皮膚炎 

休業なし 

原  因 
1. 過酸化水素を素手で扱ったこと及び希釈水を用いるべ

きところ高濃度のまま扱った。 

再発防止策 

科学教室等の作業を行う場合は共通安全作業基準・要領

を遵守する。 

1. 教育訓練「化学薬品の取扱い及び異常時の対応」を実
施する。 

2. 実験企画書への安全衛生ﾁｪｯｸﾘｽﾄの添付及びﾁｪｯｸﾘｽﾄに
基づく点検、対策の実施を義務付ける。 

3. 試行及び実験でのTBM・KYを実施する。 
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No. 項  目 内   容   等 

4 

件  名 作業員の指先負傷 

発生日時 平成 19 年 9 月 5 日（水）10 時 35 分頃 

発生場所 高放射性廃液貯蔵場 操作区域（A121）（管理区域内）

所  属 
再処理技術開発センター  

   処理部 化学処理第３課 

身  分 協力会社員 27 才 

発生状況 

分析設備の分解整備作業をグリーンハウス（GH）内にて

実施していた。作業員１名が部品（重量約30kg）をGH-1か

らGH-2へ転がして移動させていたところ、作業員の左手が

床と部品との間に挟まれ、中指及び薬指の第一間接部に幅

約１㎝、深さ約１㎜程度の傷を生じた。傷からの出血は、

滲む程度で直ぐに止まった。   

負傷状況 
左手薬指及び中指の切傷 

休業なし 

原  因 
1. 部品を転がして移動した際に部品のバランスが崩れ、

手を添えたため、部品と床面の間に指を挟まれた。 

再発防止策 

1. 作業のリスクアセスメントの再評価をする。 
2. 重量物運搬時に台車及び皮手を使用する。 
3. 重量物運搬時における現場責任者の指示ﾎﾟｲﾝﾄを明確
にする。 

4．作業内容及び手順にまよいを生じた場合は一旦作業を
中断し現場責任者にその旨報告する。 

5．変形物の運搬は安全に運搬する方法を検討する。 
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No. 項  目 内   容   等 

5 

件  名 工事業者の左足太ももの軽微な負傷 

発生日時 平成 19 年 9 月 27 日（木）15 時 30 分頃 

発生場所 
プルトニウム燃料第三開発室 

Pu 開梱貯蔵制御室（CS-104)（管理区域内）

所  属  

身  分 工事業者 51 才 

発生状況 

Pu開梱貯蔵設備の保守点検作業において、貯蔵容器を吊

り上げる装置のチャック部のクッション（ゴム）を交換す

るため、新品のクッションを現物合わせしたところ、若干

寸法が合わない箇所があったので、クッションを削ってい

たところ、刃の先端が左太ももに刺さり、長さ2～3mm、幅

1mm程度の刺し傷を生じた。傷からの出血はカバーオール

上に滲む程度で直ぐ止まった。 

負傷状況 切り傷 休業なし 

原  因 

1. 椅子に座り、左足太ももの上でカッターによりクッシ

ョンを削っていた時、カッターが滑って太ももに刺さっ

た。 

再発防止策 

1. 現場責任者及び作業者の危険予知能力の向上に関する
教育を実施する。 

2. 作業開始前のTBM・KYの徹底及び基本動作に関する再教
育を実施する。 

3. 予定外の作業を行う場合は、作業を一旦中断し、作業
の安全を確認した上で、作業を実施する。 

4. 切削作業が発生しないようにするが、切削作業が必要
な場合は膝上作業を禁止し、作業台上にて行う。 
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12．おわりに 

 

 平成 19 年度上半期を概括すると、法令報告に該当する事故･トラブルの発生

はなかった。法令報告未満のトラブル等は、使用施設 2 件（C 情報）であった。

また、構内道路で転倒し負傷した交通事故により救急車の出動要請が 1件（4月

17 日）あった。負傷災害の発生は、休業災害はなかったが、上記転倒負傷を含

め軽微負傷等が 5 件あった。これらのトラブルについては、その都度安全ニュ

ースや安全衛生瓦版を発行して周知と注意喚起に努めているが、今後も負傷災

害撲滅に向けた地道な活動が必要である。 

なお、核燃料サイクル工学研究所における平成 19 年 9 月 30 日現在の無災害

連続日数は、旧東海事業所から通算して 985 日（起算日：平成 17 年 3 月 17 日）

となった。 
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職員：11 定嘱：0

常勤： 0 開協：1

アル： 2 請負：4

職員：6 嘱託： 0 派遣：1

76 20 4
6 5
部　　長 1 課　　長 0

＊1 主査：1 アル：2

次　　長 1 課長代理 1 係員：1

主　　席 0 主　　幹 3 3
主　　幹 4 常勤職員 0

出向派遣 0 嘱　　託 0 主査：1 請負：2

出向派遣 0

4
＊1：次長が兼務

主査：2 派遣：1

請負：1

4

主査：1 開協：1

係員：1 請負：1

職員：21 嘱託：5

アル： 2 開協：0

請負：1

派遣：1

30 2

12
課　　長 1 主査：2

課長代理 1

主　　幹 4 2
嘱　　託 5

主査：1 アル：1

出向派遣 1 係員：0 請負：0

4

主査：3 アル：1

2

主査：1 請負：1

8

主査：6 係員：1

嘱託：1

職員：13 派遣：1

常勤： 0 開協：1

アル： 2 請負：3

20 6
6
課　　長 1 主査：4 係員：0

課長代理 1 開協：0 請負：2

分　類 主　　幹 4 5
職　員 常勤職員 0

嘱託 0 主査：2 開協：1

開発協力員 出向・派遣 0 請負：1 派遣：1

嘱　託 3

アルバイト 主査：1 アル：2

作業請負

人材派遣

外部出向等

許認可チーム

庶務チーム

人　数

2

5

6

8

3

1

安全対策課

管理チーム

安全衛生チーム

法令対応チーム

防災計画チーム

総括・システム班

危機管理対応班

総括担当

付録－２

51

危機管理課

施設安全課 品質チーム

平成19年9月30日現在

保安管理部 管理チーム

安全対策チーム

保安管理部の組織・人員
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全国安全週間を迎えるにあたって 
平成１９年 7月２日 

理事長 岡﨑 俊雄 
 

今年も７月１日から７日までの間、全国安全週間が展開されます。 
 今年の全国安全週間のスローガンは、 
 「組織で進めるリスクの低減 今一度確認しよう 安全職場」 
であります。 
 我が国において、安全に関する人材不足や、事業者の安全への意識が不十分である

ことなどが指摘され、また、いわゆる団塊世代の退職によって、安全に関するノウハ

ウが十分に継承されず、職場内のリスクが高まることが危惧されています。 
 このような中、職場の安全を確保し、労働災害を減らすためには、一人ひとりが安

全確保に心がけるとともに、経営層自らが率先して、職場における安全意識や、取り

組み状況を確認することが必要と言えます。このため、役員による職場巡視や意見交

換を行い、拠点における安全への取り組み状況を確認し、安全の大切さを共有したい

と思います。 
 また、各職場においては、労働災害が発生するおそれの危険性、有害性を調査し、

これに基づき、リスクを低減する、いわゆる『リスクアセスメント』を、着実に推進

することが重要といえます。 
 今年の原子力機構の安全衛生管理基本方針にも、『職場の実態に応じたリスクアセ

スメントの推進』を掲げておりますが、各拠点・各職場においては、このような安全

活動を通じ、常日頃から、お互いが気づいたことを何でも言い合える、風通しの良い

職場風土を創り上げ、職場内に潜むリスクを低減するよう努めていだきたいと思いま

す。 
 原子力機構は、「安全確保の徹底」を最優先とし、「社会からの信頼」を得ることを

基本方針として掲げています。 職員のみならず協力会社員の方々を含めた、原子力

機構で働く全員が一丸となって、「安全で透明性の高い業務遂行」の意識をもって、

取り組んでいただきたいと思います。 
 最後になりますが、それぞれの職場における安全活動を着実に進めるためにも、皆

さん方ご家族も含め、一人ひとりの安全と健康に十分留意して頂くことをお願いいた

します。 

付録－3(1)
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平成１９年度 原子力エネルギー安全月間 

平成 19年 5月 1日 
核燃料サイクル工学研究所 

所長 野村 茂雄 
 
本日から 1ヶ月間、安全文化の浸透と定着、原子力安全に対する意識の高揚を図る

ことを目的とした「原子力エネルギー安全月間」が展開されます。今年の月間標語は、

「環境と発展を支える原子力 安全確保で未来へつなごう」となっています。 

この活動は、昭和 61 年 4 月のチェルノブイリ原子力発電所事故を契機として、電力

会社を中心に毎年 5月を「原子力発電安全月間」として開始されました。平成 13 年 1

月に原子力安全・保安院が設立されたことに伴い、名称を「原子力エネルギー安全月

間」に改め、その活動を原子力事業者全般に拡大して展開しているものです。 

 原子力界では今、原子力発電所のデータ改ざんや定期検査期間中に発生した臨界事

故の隠ぺいなどの不正行為が明らかになり、社会的に大きな問題となっています。ま

た、当機構においても、サイクル研ではありませんが、火災や放射性廃液漏洩などの

トラブルが発生しています。 

皆さんの現場での地道な努力のおかげで、サイクル研での事故・トラブルは低減傾

向にありますが、外部の状況を踏まえ、法令遵守の徹底や火気使用ルールの再確認と

通報連絡の徹底などを改めてお願いしたところです。この「原子力エネルギー安全月

間」を機に、再度、安全文化や法令遵守の重要性について認識していただきたいと思

います。 

月間標語にあるように、安全確保なくして原子力の未来はありません。法令遵守は

当然のことですが、職場のコミュニケーションを良くして情報を共有し、また不正や

ごまかしを許さない安全風土を作り、安全確保の徹底を第一として、業務に取り組ん

でいただきたいと思います。 

期間中は、技術者倫理講演会や原電東海発電所の見学会などの行事が予定されてお

ります。皆さんの積極的な参加と協力をお願いし、原子力エネルギー安全月間初日に

当たっての挨拶といたします。 

付録－3(1)付録－3(2)
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添付資料 

東海再処理施設の点検調査結果の概要 

 

電気事業者において、記録や報告の改ざん等の不適切な対応があったことに鑑み、

東海再処理施設の自主保安活動の一環として点検調査を行った。 

 

（１）「東海再処理施設に係る点検調査委員会（委員長：副所長）」 

（２）「点検調査部会」 

（３）「再処理技術開発センター（担当部室以外の従業員）」 

 

（１）許認可等の手続きの不備の有無（平成 9年 10 月～平成 19 年 3 月：安全性総点

検以降） 

期間中に更新・交換を行った設備・機器類（消耗品に係るものを除く）のうち、

設工認申請を行っていない案件を対象に、設工認申請を必要とする事例（設計や

プロセスの変更を伴うもの、技術基準に該当するものなど）が含まれているか否

かを調査 

（２）記録類のデータ改ざんの有無（平成 14 年 4 月～平成 19 年 3 月：自主点検総点

検以降） 

期間中に実施した施設定期検査（自主検査記録により検査されたものを対象）

及び施設定期自主検査に係る記録類について改ざんの有無を調査 

（３）事故・故障等に係る未報告事例の有無（平成 9年 10 月～平成 19 年 3 月：安全

性総点検以降）

期間中に確認された故障・漏えい等に係る不適合事例のうち、国への連絡・報

告を行っていない事象を抽出し、その中に国が報告を求めている事象（国が定め

た通知等に該当するもの）が含まれているか否かを調査 

 

今回の点検調査の結果、手続きの不備、データ改ざん及び未報告事例に該当する

ものは確認されなかった。

しかしながら、「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」によ

り事業者に実施が義務付けられている施設定期自主検査の記録に、検査日、計器番

号、部屋番号などの誤記等が 188 件確認された。

これらの誤記等については、検査記録及びエビデンスを基に検査が適切に行われ

ていたか否かを確認したところ、検査結果に影響するものではなかったが、施設定

期自主検査記録の重要性に鑑み、品質保証上の観点からの処置（記録の修正、是正・

予防処置）を速やかに実施する。

以  上 
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東海再処理施設に係る点検調査結果について

平成19年６月

独立行政法人 日本原子力研究開発機構

東海研究開発センター 核燃料サイクル工学研究所
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国際単位系（SI）

(a)ラジアン及びステラジアンの使用は、同じ次元であっても異なった性質をもった量を区
   別するときの組立単位の表し方として利点がある。組立単位を形作るときのいくつかの
　 用例は表４に示されている。
(b)実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位として
   の記号“１”は明示されない。
(c)測光学では、ステラジアンの名称と記号srを単位の表し方の中にそのまま維持している。
(d)この単位は、例としてミリセルシウス度ｍ℃のようにSI接頭語を伴って用いても良い。

名称 記号
長 さメ ー ト ル m
質 量キログラム kg
時 間 秒 s
電 流ア ン ペ ア A
熱力学温度ケ ル ビ ン K
物 質 量モ ル mol
光 度カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角ラ ジ ア ン (a) rad m・m-1=1(b)

立 体 角ステラジアン(a) sr(c) m2・m-2=1(b)

周 波 数ヘ ル ツ Hz s-1

力 ニ ュ ー ト ン N m・kg・s-2

圧 力 , 応 力パ ス カ ル Pa N/m2 m-1・kg・s-2

エネルギー, 仕事, 熱量ジ ュ ー ル J N・m m
2
・kg・s

-2

工 率 , 放 射 束ワ ッ ト W J/s m2・kg・s-3

電 荷 , 電 気 量ク ー ロ ン C s・A
電位差（電圧）, 起電力ボ ル ト V W/A m2・kg・s-3・A-1

静 電 容 量フ ァ ラ ド F C/V m-2・kg-1・s4・A2

電 気 抵 抗オ ー ム Ω V/A m2・kg・s-3・A-2

コ ン ダ ク タ ン スジ ー メ ン ス S A/V m-2・kg-1・s3・A2

磁 束ウ エ ー バ Wb V・s m2・kg・s-2・A-1

磁 束 密 度テ ス ラ T Wb/m
2

kg・s
-2
・A

-1

イ ン ダ ク タ ン スヘ ン リ ー H Wb/A m2・kg・s-2・A-2

セ ル シ ウ ス 温 度セルシウス度(d) ℃ K
光 束ル ー メ ン lm cd・sr(c) m2・m-2・cd=cd
照 度ル ク ス lx lm/m2 m2・m-4・cd=m-2・cd
（放射性核種の）放射能ベ ク レ ル Bq s-1

吸収線量, 質量エネル
ギ ー 分 与 , カ ー マ

グ レ イ Gy J/kg m2・s-2

線量当量, 周辺線量当
量, 方向性線量当量, 個
人線量当量,組織線量当

シ ー ベ ル ト Sv J/kg m2・s-2

表３．固有の名称とその独自の記号で表されるSI組立単位

SI 組立単位
組立量

名称 記号 SI 基本単位による表し方
粘 度パ ス カ ル 秒 Pa・s m

-1
・kg・s

-1

力 の モ ー メ ン トニュートンメートル N・m m
2
・kg・s

-2

表 面 張 力ニュートン毎メートル N/m kg・s
-2

角 速 度ラ ジ ア ン 毎 秒 rad/s m・m
-1
・s

-1
=s
-1

角 加 速 度ラジ アン 毎平 方 秒 rad/s
2
m・m

-1
・s

-2
=s
-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度ワット毎平方メートル W/m
2

kg・s
-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ージュール毎ケルビン J/K m
2
・kg・s

-2
・K

-1

質量熱容量（比熱容量）,
質 量 エ ン ト ロ ピ ー

ジュール毎キログラム
毎ケルビン

J/(kg・K) m
2
・s

-2
・K

-1

質 量 エ ネ ル ギ ー
（ 比 エ ネ ル ギ ー ）

ジュール毎キログラム J/kg m
2
・s

-2
・K

-1

熱 伝 導 率
ワット毎メートル毎ケ
ルビン

W/(m・K) m・kg・s
-3
・K

-1

体 積 エ ネ ル ギ ー
ジュール毎立方メート
ル J/m

3
m
-1
・kg・s

-2

電 界 の 強 さボル ト毎 メー ト ル V/m m・kg・s
-3
・A

-1

体 積 電 荷
クーロン毎立方メート
ル C/m

3
m
-3
・s・A

電 気 変 位
クーロン毎平方メート
ル C/m

2
m
-2
・s・A

誘 電 率ファラド毎メートル F/m m
-3
・kg

-1
・s

4
・A

2

透 磁 率ヘンリー毎メートル H/m m・kg・s
-2
・A

-2

モ ル エ ネ ル ギ ージ ュ ー ル 毎 モ ル J/mol m
2
・kg・s

-2
・mol

-1

モ ル エ ン ト ロ ピ ー ,
モ ル 熱 容 量

ジュール毎モル毎ケル
ビン

J/(mol・K) m
2
・kg・s

-2
・K

-1
・mol

-1

照射線量（Ｘ線及びγ線）クーロン毎キログラム C/kg kg
-1
・s・A

吸 収 線 量 率グ レ イ 毎 秒 Gy/s m
2
・s

-3

放 射 強 度ワット毎ステラジアン W/sr m
4
・m

-2
・kg・s

-3
=m
2
・kg・s

-3

放 射 輝 度
ワット毎平方メートル
毎ステラジアン W/(m

2
・sr) m

2
・m

-2
・kg・s

-3
=kg・s

-3

表４．単位の中に固有の名称とその独自の記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

乗数　 接頭語 記号 乗数　 接頭語 記号

10
24 ヨ タ Ｙ 10

-1 デ シ d

10
21 ゼ タ Ｚ 10

-2 セ ン チ c

10
18 エ ク サ Ｅ 10

-3 ミ リ m

10
15 ペ タ Ｐ 10

-6 マイクロ μ

10
12 テ ラ Ｔ 10

-9 ナ ノ n

10
9 ギ ガ Ｇ 10

-12 ピ コ p

10
6 メ ガ Ｍ 10

-15 フェムト f

10
3 キ ロ ｋ 10

-18 ア ト a

10
2 ヘ ク ト ｈ 10

-21 ゼ プ ト z

10
1 デ カ da 10

-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位であらわされる数値
電 子 ボ ル ト eV 1eV=1.60217733(49)×10-19J
統一原子質量単位 u 1u=1.6605402(10)×10-27kg
天 文 単 位 ua 1ua=1.49597870691(30)×1011m

表７．国際単位系と併用されこれに属さない単位で
         SI単位で表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位であらわされる数値
海 里 １海里=1852m
ノ ッ ト １ノット=１海里毎時=(1852/3600)m/s
ア ー ル a １a=1 dam2=102m2

ヘ ク タ ー ル ha １ha=1 hm2=104m2

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100kPa=1000hPa=105Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=10-10m
バ ー ン b １b=100fm2=10-28m2

　　　併用されるその他の単位
表８．国際単位系に属さないが国際単位系と

名称 記号 SI 単位であらわされる数値
キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×10

10
Bq

レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10
-4
C/kg

ラ ド rad 1 rad=1cGy=10
-2
Gy

レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
X 線 単 位 1X unit=1.002×10

-4
nm

ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10
-9
T

ジ ャ ン ス キ ー Jy 1 Jy=10
-26
W・m

-2
 Hz

-1

フ ェ ル ミ 1 fermi=1 fm=10
-15
m

メートル系カラット 1 metric carat = 200 mg = 2×10
-4
kg

ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa
カ ロ リ ー cal
ミ ク ロ ン μ 1 μ =1μm=10

-6
m

表10．国際単位に属さないその他の単位の例

名称 記号 SI 単位による値
分 min 1 min=60s
時 h 1h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648000) rad

リットル l、 L 1l=1 dm
3
=10

-3
m
3

トン t 1t=10
3
 kg

ネーパ Np 1Np=1
ベル B 1B=(1/2)ln10(Np)

表６．国際単位系と併用されるが国際単位系に属さない単位

名称 記号
面 積平 方 メ ー ト ル m

2

体 積立 法 メ ー ト ル m
3

速 さ ， 速 度メ ー ト ル 毎 秒 m/s
加 速 度メ ー ト ル 毎 秒 毎 秒 m/s

2

波 数毎 メ ー ト ル m-1
密度（質量密度）キログラム毎立法メートル kg/m

3

質量体積（比体積）立法メートル毎キログラム m
3
/kg

電 流 密 度アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さア ン ペ ア 毎 メ ー ト ル A/m
（物質量の）濃度モ ル 毎 立 方 メ ー ト ル mol/m3

輝 度カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率（数　の）　１ 1

組立量
SI 基本単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号 SI 単位であらわされる数値
エ ル グ erg 1 erg=10

-7
J

ダ イ ン dyn 1 dyn=10
-5
N

ポ ア ズ P 1 P=1 dyn・s/cm
2
=0.1Pa・s

ス ト ー ク ス St 1 St =1cm
2
/s=10

-4
m
2
/s

ガ ウ ス G 1 G =10
-4
T

エ ル ス テ ッ ド Oe 1 Oe =(1000/4π)A/m

マ ク ス ウ ｪ ル Mx 1 Mx =10
-8
Wb

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd/cm
2
=10

4
cd/m

2

ホ ト ph 1 ph=10
4
lx

ガ ル Gal 1 Gal =1cm/s
2
=10

-2
m/s

2

表９．固有の名称を含むCGS組立単位

（第７版，1998年改訂）






